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は じ め に

カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム，

タイ，そして雲南省，広西チワン族自治区を擁

する中国からなるメコン地域諸国は，1990 年

代の初頭から電力や陸上運輸などのインフラ整

備を中心とした広域開発事業に取り組んできた。

メコン広域開発はその経済的潜在性の高さから

域外国の政府や国際機関，企業の関心を寄せる

ところとなり，90 年代を通じて次々と協力の

ための枠組みが提唱されてきた。そうした開発

協力枠組みの例として，日本政府が提唱したイ

ン ド シ ナ 総 合 開 発 フ ォ ー ラ ム（Forum for 

Comprehensive Development of Indochina: FCDI） や

インドシナ・ミャンマー産業協力ワーキンググ

ループ（AEM-MITI Working Group for Economic 

Cooperation in Indochina（注１））， ア ジ ア 開 発 銀 行

（ADB）による大メコン圏協力（Greater Mekong 

Sub-region: GMS），東南アジア諸国連合（ASEAN）

が提唱したASEANメコン流域開発協力（ASEAN 

Mekong Basin Development Cooperation: AMBDC）

や ASEAN 統 合 イ ニ シ ア テ ィ ブ（Initiative for 

ASEAN Integration: IAI），ベトナム，ラオス，カ
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《要　約》

メコン地域では，1990 年代からインフラ整備を中心に広域開発事業が行われてきた。多くの国が

関心を寄せ相次いで開発枠組みを提唱した結果，メコン地域では現在複数の広域開発協力枠組みが重

複しながら併存している。こうした状況を，先行研究は相互調整が不十分なまま関係国が利益を追求

した帰結として説明してきた。その理解に基づき関係諸国の広域開発戦略を整理した文献も多いが，

各国の地域外交分析に終始するものが多い。本稿はメコン広域開発をめぐる国際関係構造を俯瞰して

重層的な協力枠組み成立の条件を探ることを目指し，視座として「ヘッジ戦略」概念を援用した。

ヘッジ戦略とは，先行き不透明な国際環境の下でリスク回避のために本来相反する「包摂・関与」と

「封じ込め・均衡」という 2 つの戦略を併用する外交行動を指す。本稿では，1990 年代を通じ不透明

な国際環境下にあったメコン地域で主に中小国が相互にヘッジ戦略を展開した結果，現在ある重層的

な協力枠組みが構築されたという仮説に基づき，各国の地域枠組みの背景を探る。
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ンボジアからなる「発展の三角地帯」（CLV）

構想，またタイがCLMV（注２）諸国に呼びかけて

始まったエーヤーワディー・チャオプラヤー・

メ コ ン 経 済 協 力 戦 略（Ayeyawady-Chao Phraya-

Mekong Economic Cooperation Strategy: ACMECS）

といった枠組みが挙げられる。こうした枠組み

が次々提唱された結果，メコン地域では複数の

広域開発協力枠組みが，メンバーや事業内容を

微妙に違えながら併存している状況にある。

それまで対立してきた国家が協調に転じ，政

治体制や経済規模の違いを抱えながらも経済発

展という共通の目的に向けて継続的な協力関係

を維持してきた点で，メコン地域は国際関係に

おける協調の契機と維持の仕組みを考える格好

の事例といえよう。また同地域はいまや貿易，

投資を介して世界経済システムの一部に組み込

まれつつあり，その安定は日本を含む東アジア

全体の繁栄を左右しかねない。こうした研究上，

実務上の要請から，メコン地域の安定と発展の

仕組みを理解し把握する作業が求められている。

メコン地域協力に関する研究は，広域開発の

ための枠組みが重層的に展開してきた状況を，

GMSという加盟国の裁量が大きい制度の下で

関係国が相互調整することなく自国の利益を追

求した帰結として説明してきた。そうした理解

の下で，先行研究は個々の枠組みの制度的特徴

を解明する研究と，枠組みを提唱した地域諸国

の広域開発戦略を整理する論考に大別される。

しかし，前者の制度に着目する研究は制度の成

立や存続についての動態的な考察に欠け，後者

の制度成立の動機を模索する研究は各国の地域

外交政策分析に留まるものが多い。これに対し

て本稿は，複数の協力枠組みが重層的に展開し

ている状態に着目し，そうした状態がなぜもた

らされ，存続してきたのかを考察する。

Ⅰ　問題の所在

メコン広域開発協力は，経済的事業であると

同時に，それまで対立してきた国々が開発とい

う共通課題に向けて協力するという政治的なプ

ロジェクトでもあった。現在メコン地域諸国と

言われる国のうち，カンボジア，ラオス，ベト

ナムはフランス植民地統治の下で「フランス領

インドシナ連邦」という行政単位を構成してい

た。戦後，ベトナム，ラオスは共産主義国家と

して独立し，自由主義東南アジア諸国と対峙し

てきた。特に 1980 年代にはカンボジア内戦に

ベトナムが介入したことをめぐり，ベトナムと

中国，タイ，他のASEAN諸国との間で対立が

続いた。こうした騒乱の傍らで，社会主義を掲

げるミャンマーは 1960 年以降鎖国状態を続け

ていた。このように，現在メコンといわれる地

域は 1980 年代末まで複数のグループに分断さ

れていたのである。

この状況が変化したのが，1980 年代末であっ

た。1980 年代半ばに中ソ対立が緩和しソ連が

対外援助を縮小すると，その影響を受けたベト

ナム，ラオスが相次いで経済開放，対外友好路

線に転換した。91 年にはカンボジア紛争当事

勢力が和平協定に合意し，数十年にわたったイ

ンドシナ地域での武力紛争は終息に向かう。こ

れによって，ASEANを含む東アジア諸国はイ

ンドシナ諸国との関係をどう構築し直すのかと

いう問題と直面することとなった。最終的に関

係国は新たな協力関係構築という選択肢を選び，

1990 年代後半までにCLMVがASEANに加盟し，

日本や中国，オーストラリアといった域外諸国
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はASEANを中心としたASEAN＋a型の協力体

制を構築した。しかしながら，メンバーの拡大

はASEANに新たな課題をもたらした。新旧加

盟国間の経済的・政治的格差である。1960 年

代以降，争乱と鎖国政策によってCLMVが孤立

している間，インドネシア，マレーシア，フィ

リピン，シンガポール，タイといったASEAN

原加盟国は，外資主導型の輸出産業を介して世

界経済に組み込まれ，めざましい経済発展を遂

げた。その結果，1960 年代に発足当時の加盟

国間で約 5 倍だった 1 人当たりGDPの格差は，

90 年代半ばのメンバー拡大後におよそ 80 倍以

上に広がったのである。メンバー拡大直前の

1992 年，ASEAN諸国はASEAN自由貿易地域

（AFTA）構想を掲げ，その実現に向けて関税削

減に乗り出していた。原加盟国は，新規加盟国

のためにAFTA関税削減スケジュールを別に設

けるなど弾力的な自由化推進措置を取ったが，

最終的にはすべての加盟国が貿易投資規制を同

様に撤廃しなければならないことに変わりはな

い。軌道に乗り始めた経済統合のモメンタムを

維持し，東南アジアを真の共同体にするために

は，原加盟国とは異質の政治機構と経済制度を

抱える新規加盟国の開発を支援し，格差を縮小

することが不可避となったのである。そのため

の方策としてASEANが用意したのが，AMBDC

やIAIといった域内格差是正のための協力計画

であった。こうしたASEANの動きに域外諸国

も呼応し，ASEANと手を携えて支援を行った。

たとえば日本は 1994 年からインドシナ・ミャ

ンマー産業協力ワーキンググループや日・

ASEAN 経 済 産 業 協 力 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

（AMEICC）を通じて協力してきたほか，韓国も

また日本とともにIAIのパートナーとして 2001

年から資金協力を行っている。

一方，メコン地域における開発協力のなかに

は，ASEANとは別の文脈から始まった枠組み

も存在する。そうした例としては，1992 年に

ADBの仲介によってCLMVとタイ，中国雲南省

からなる事業として始まったGMSが挙げられ

よう。当時「メコン」の名を冠する枠組みとし

てはメコン委員会（Committee for Cooperation of 

Investigation of the Lower Mekong Basin，1957 年 設

立）がすでに存在していたが，1975 年以来活

動停止の状態にあった。そのメコン委員会もま

た，1995 年になって新たなメンバーを加えメ

コン河委員会（Mekong River Commission: MRC）

として活動を再開している。さらに 1999 年に

はカンボジア，ラオス，ベトナムの間でCLVが

提唱され，2000 年代になると，ASEAN原加盟

国であるタイがCLMV諸国とともにACMECSを

立ち上げた。

これらの経緯を経て，現在CLMVとタイ，中

国南部からなるメコン地域で展開する開発協力

枠組みすべてを並べたものが表 1 と 2 である。

表 1 は参加国を，表 2 は活動分野を一覧できる

よう整理した。

表 1 からは，タイ，ラオス，カンボジアが

もっとも多くの枠組みに参加しており，次いで

ベトナム，ミャンマー，それに少し離れて中国

が続いていることがわかる。ここでは，メコン

地域をカバーする多国間協力枠組みがタイ，ラ

オス，ベトナム，カンボジア，ミャンマーの間

で最も複雑に展開しているという事実を確認し

ておく。

さて，表 2 にはそれぞれの枠組みの重点活動

分野を並べている。最も多くの枠組みで取り組

んでいるのが運輸に関する事業である。人材育
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成と貿易促進がそれに続き，以下エネルギー，

情報通信技術，観光が並ぶ。メコン地域にある

枠組みのうち，MRCを除いたすべての枠組み

がこの 6 分野のうち 3 分野以上を重点活動領域

として掲げており，上位 4 分野をすべて共有す

る枠組みは，1995 年に活動を停止したFCDIを

含めて 5 件に上る。それだけ上記の 6 分野での

事業に対する需要が高いとも考えられるが，一

方で，単一の枠組みで包括的な計画に基づいた

開発事業ではなく，漸進的に新たな枠組みをつ

くりながら事業を進める現状への疑問も生起す

る。直観的に考えれば，協力の当事者にとって

同様の事業が複数存在していることは非効率で

ある。援助の受け手は，複数の枠組みに参加す

ることでより多くの資金調達の機会を得ようと

するかもしれない。しかし，援助の供与者は資

金や人員などの資源を有効に使いたいと考え，

そうした受け手の行動を規制しようとするだろ

う。受け手の側でもまた，限られた人的，物的

資源を効率的に配分するため類似の活動を整理

しようとすることが予測される。たとえば

Pempelは，アジア・太平洋地域における重層的

な地域協力制度を取り上げた論考のなかで，現

存する重層的かつ複雑な制度群が効率性とメン

バーからの支持次第で将来的には淘汰されてい

く可能性を指摘している［Pempel 2010］。そう

した直観的予測に反して同様の会議や事業が併

存しているのであれば，そこには非合理的な状

況に当事者が甘んじなければならない事情か，

あるいは併存する複数の枠組みを必要とする何

らかの合理的な理由があるものと考えられる。

本稿はこうした疑問から出発し，併存する協

力枠組みが相互にどう関係しているのか，なぜ

こういう形態になったのかという問いを考察す

るものである。

Ⅱ　先行研究整理

メコン地域で複数の広域開発協力枠組みが併

存している状況について，先行研究はどのよう

に説明してきたのだろうか。末廣昭は 2009 年

に発表した論考のなかでメコン地域開発に関す

る研究レビューを行い，それぞれの関心対象に

従って先行研究を「国際開発協力アプローチ」，

「国際政治アプローチ」，「国境経済圏アプロー

チ」，「担い手・企業アプローチ」の 4 つに分類

している［末廣ほか 2009, 18-24］。本稿執筆現在

もこれがメコン広域開発に関わる最も包括的な

レビューであることから，本節では末廣の文献

分類を基に先行研究を整理し，本研究の位置づ

けを提示することとしたい。

「国際開発協力アプローチ」とは「GMSによ

る開発事業をもっぱら経済協力面，技術面から

検討するもの」［末廣ほか 2009, 18］であり，具

体的にはADBや国連機関，世界銀行，国際協

力機構（JICA）といった国際機関や政府機関に

よる事業，調査報告書が挙げられている。また

事業に直接関わるものではないが，アジア経済

研究所で 2005 年頃から始まった石田正美らに

よ る 研 究［ 石 田 2005; 2008; 2010; 石 田・工 藤 

2007］，およびバンコク研究センターによるメ

コン地域での貿易投資関係，道路網や電力供給

システムの発展の様相とその各国経済への影響

の研究（注３）もこのグループに含められている。

これらのほかに，協力枠組みの設立，発展経緯

を概観し，制度的特徴を整理した文献もこのグ

ループに入るだろう。そうした研究の例として，

ここでは森園浩一の編によるJICA報告書［森園
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表１　メコン広域開　　　　　　　　　　　　　発協力とその参加国

正式名称
北の

発展四角形

拡大メコン圏協

力

インドシナ

総合開発フォー

ラム

AEM-MITI

インドシナ

産業協力

ワーキング

グループ

メコン河

委員会

ASEAN

メコン流域

開発協力

多国間技術経

済協力のため

のベンガル湾

イニシアティ

ブ

開発の三角形
エメラルド

三角形

ASEAN

統合イニシア

ティブ

イラワディ・

チャオプラ

ヤ・メコン経

済協力戦略　

日・メコン・

パートナー

シップ・

プログラム

メコン下流域

イニシア

ティブ 合計参加

枠組み数

名称（略称） 四角形経済圏 GMS 　 FCDI MRC AMBDC BIMSTEC CLV IAI ACMECS LMI

活動開始時期 1989.7～ 1992.10～ 1993.12～1999 1994.9～ 1995.4～ 1995.12～ 1997.12～ 1999.10～ 2000.6～ 2000.11～ 2003.11～ 2006.12～ 2009.1～

提唱主体
タイ・チェンラ

イ県商業会議所
ADB・タイ 日本（外務省）

AEM／日本（通

産省）
UNDP マレーシア タイ カンボジア カンボジア シンガポール タイ 日本 アメリカ

参
加
国

タイ 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 12

カンボジア 0 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 11

ラオス 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 12

ベトナム 0 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 1 10

ミャンマー 1 1 0.5 1 0.5 1 1 0 0 1 1 1 0 9

インドネシア 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

シンガポール 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

マレーシア 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

フィリピン 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

ブルネイ 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

中国 1 1 1 0 0.5 1 0 0 0 0 0 0 0 4.5

日本 0 0 1 1 0 0.5 0 0 0 1 0 1 0 4.5

韓国 0 0 1 0 0 0.5 0 0 0 1 0 0 2.5

アメリカ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

合計参加国数 4 6 12.5 11 5 12 2 3 3 12 5 6 5

備考

チ ェ ン ラ イ，

チェントゥン，

チェンルンと昆

明市の商業会議

所間で合意。後

に４カ国の協力

に拡大。

他の第１回会議

参 加 者 と し て

UNDP，ADB，

ESCAP， オ ー

ス ト ラ リ ア，

NZ， ロ シ ア，

欧 州 諸 国，EC，

IMF，世銀，メ

コン事務局。オ

ブザーバとして

アメリカ，ILO，

OECD。ミャン

マーは1996年か

らオブザーバ参

加。1999年の大

メコン圏開発シ

ンポジウムが最

後。

ミ ャ ン マ ー は

1995年に正式参

加。1995 年 に

CLM-WG に 改

称。1997年10月

より日・ASEAN

経済産業協力委

員会（AMEICC）

に発展改組。

1957 年 ECAFE

創設のメコン委

員会が前身。ミ

ャンマーと中国

はオブザーバ参

加。

日本は2001年1

月からオブザー

バ参加。

ミャンマーは

第1回会合後

にオブザーバ

から正規メン

バーに格上げ。

他にインド，

スリランカ，

バングラデシ

ュ（1997年か

ら 参 加 ），

1998 年 に ネ

パール、2004

年にブータン

が加盟。

2004 年 11 月

CLV 首脳会議

で「マスター

プラン」発表。

ストゥントラ

エン，プレア

ヴ ィ ヒ ア，

オッドーミア

ン チ ェ イ 州

（カンボジア），

ウボンラチャ

タニー，シー

サ ケ ッ ト 県

（タイ），チャ

ンパサック，

サ ラ ワ ン 県

（ラオス）が

参加。外相会

議，実務レベ

ル会合を開催

するが事業実

績なし。

（出所）野本［2002］，各組織のウェブサイトより筆者作成。

（注）0＝不参加，1＝参加，0.5＝オブザーバ参加。
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のベンガル湾

イニシアティ

ブ

開発の三角形
エメラルド

三角形

ASEAN

統合イニシア

ティブ

イラワディ・

チャオプラ

ヤ・メコン経

済協力戦略　

日・メコン・

パートナー

シップ・

プログラム

メコン下流域

イニシア

ティブ 合計参加

枠組み数

名称（略称） 四角形経済圏 GMS 　 FCDI MRC AMBDC BIMSTEC CLV IAI ACMECS LMI

活動開始時期 1989.7～ 1992.10～ 1993.12～1999 1994.9～ 1995.4～ 1995.12～ 1997.12～ 1999.10～ 2000.6～ 2000.11～ 2003.11～ 2006.12～ 2009.1～

提唱主体
タイ・チェンラ

イ県商業会議所
ADB・タイ 日本（外務省）

AEM／日本（通

産省）
UNDP マレーシア タイ カンボジア カンボジア シンガポール タイ 日本 アメリカ

参
加
国

タイ 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 12

カンボジア 0 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 11

ラオス 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 12

ベトナム 0 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 1 10

ミャンマー 1 1 0.5 1 0.5 1 1 0 0 1 1 1 0 9

インドネシア 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

シンガポール 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

マレーシア 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

フィリピン 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

ブルネイ 0 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 4

中国 1 1 1 0 0.5 1 0 0 0 0 0 0 0 4.5

日本 0 0 1 1 0 0.5 0 0 0 1 0 1 0 4.5

韓国 0 0 1 0 0 0.5 0 0 0 1 0 0 2.5

アメリカ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

合計参加国数 4 6 12.5 11 5 12 2 3 3 12 5 6 5

備考

チ ェ ン ラ イ，

チェントゥン，

チェンルンと昆

明市の商業会議

所間で合意。後

に４カ国の協力

に拡大。

他の第１回会議

参 加 者 と し て

UNDP，ADB，

ESCAP， オ ー

ス ト ラ リ ア，

NZ， ロ シ ア，

欧 州 諸 国，EC，

IMF，世銀，メ

コン事務局。オ

ブザーバとして

アメリカ，ILO，

OECD。ミャン

マーは1996年か

らオブザーバ参

加。1999年の大

メコン圏開発シ

ンポジウムが最

後。

ミ ャ ン マ ー は

1995年に正式参

加。1995 年 に

CLM-WG に 改

称。1997年10月

より日・ASEAN

経済産業協力委

員会（AMEICC）

に発展改組。

1957 年 ECAFE

創設のメコン委

員会が前身。ミ

ャンマーと中国

はオブザーバ参

加。

日本は2001年1

月からオブザー

バ参加。

ミャンマーは

第1回会合後

にオブザーバ

から正規メン

バーに格上げ。

他にインド，

スリランカ，

バングラデシ

ュ（1997年か

ら 参 加 ），

1998 年 に ネ

パール、2004

年にブータン

が加盟。

2004 年 11 月

CLV 首脳会議

で「マスター

プラン」発表。

ストゥントラ

エン，プレア

ヴ ィ ヒ ア，

オッドーミア

ン チ ェ イ 州

（カンボジア），

ウボンラチャ

タニー，シー

サ ケ ッ ト 県

（タイ），チャ

ンパサック，

サ ラ ワ ン 県

（ラオス）が

参加。外相会

議，実務レベ

ル会合を開催

するが事業実

績なし。

（出所）野本［2002］，各組織のウェブサイトより筆者作成。

（注）0＝不参加，1＝参加，0.5＝オブザーバ参加。
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2002］，野本啓介による 2002 年発表の論考［野

本 2002］を参照する。森園は 2002 年に発表し

た報告書のなかで，メコン地域開発に関わる枠

組みの関係を概観し，プラットフォームとして

のGMSの役割に注目している。GMSは特別の

協定や組織を伴わず，各国の開発計画のなかか

ら 2 カ国以上によって共同提案された地域性の

高い案件を選定するという形をとる。そのため，

二国間事業やIAIなど他の枠組みで提案された

事業がGMSの案件として実施されるケースも

多い。また野本は 1996 年にGMS加盟国が閣僚

会議でGMSをメコン地域開発の「マスタープ

ラン」とすることに合意したことに注意を促し

ている。つまりメコン広域開発協力枠組みが併

存するようになった経緯について，「国際開発

協力アプローチ」からは，ADBが 1992 年とい

うごく早い段階で加盟国の裁量が大きい制度を

設定したために，その後GMSを基盤として補

完的な枠組みが発展したという説明が導出され

るだろう。この見方に従うと，第Ⅰ節で概観し

たメコン広域開発のための複数の枠組みは，単

に併存しているのではなく，GMSを基盤とし

て重層的あるいは入れ子状に展開したものとみ

なすことができる。こうした重層的構造につい

表２　メコン広域開発協力枠組みで掲げる重点活動分野一覧

運
輸
貿
易

人
材
育
成

投
資

観
光

エ
ネ
ル
ギ
ー
（
ダ
ム
を
含
む
）

情
報
通
信

農
業
・
漁
業

水
資
源
管
理

環
境

社
会
開
発
・
教
育

民
間
部
門
支
援

人
的
交
流

河
川
航
行

技
術
協
力

経
済
統
合

食
料
安
全
保
障

GMS 1 1 1 1 1 1 1 1 1

FCDI 1 1 1 1 1 1

AMEICC 1 1 1 1 1

MRC 1 1 1 1 1

AMBDC 1 1 1 1 1 1 1

BIMSTEC 1 1 1 1 1 1 1

CLV 1 1 1 1 1 1 1 1 1

エメラルド三角形 1

IAI 1 1 1 1 1

ACMECS 1 1 1 1 1

日・メコン・パートナーシップ 1 1 1 1 1 1 1 1 1

LMI 1 1 1 1 1 1 1

合計 9 9 8 8 8 8 6 4 4 4 3 2 2 1 1 1 1

（出所）各組織のウェブサイト，末廣［2009］，森園［2002］より筆者作成。
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て森園は，多様なチャンネルを通じて多面的な

支援が可能になるというプラス効果と共に，調

整機能の不備によるプロジェクト間の錯綜や競

合といったマイナス効果を指摘している［森園 

2002, 27］。野本もまた調整機能の不備をメコン

協力の問題点としつつ，重層的な枠組みが政府

間の接触チャンネルを増やし，地域諸国関係の

安定化をもたらした可能性を示唆している［野

本 2002, 96-100］。森園や野本の指摘は，メコン

広域開発協力がなぜ必要とされてきたのかを考

える上で重要な示唆を含んでいる。

国際関係論における制度論では，「特定の問

題領域において共有される規範や原理，ルール，

手続き」をレジームと呼び，このレジーム間で

起こる競合や相互補完といった関係調整メカニ

ズムの解明が試みられてきた。メコン地域協力

の多くは特定の問題に関する共通ルールの設定

を目指すものではないが，どこでどういう開発

事業を行うべきなのかというアイデア，どう

いった手法で意思決定を行うのかという手続き

をめぐって枠組み間での相互乗り入れや分業，

あるいは重複といった相互作用が行われており，

その点でレジーム研究の一端に位置付けること

もできるだろう。レジーム論の問いを通じてメ

コンの事例を考えるならば，今後メコン広域開

発研究で行うべき作業とは，それぞれの枠組み

の間で分業，相互乗り入れといった相互作用が

いかなる条件の下で起こったのかを実態に即し

て把握していく作業だと考えられる。

こうしたメコン広域開発協力発展の動態的把

握に関心を寄せ，そのなかでもメコン広域開発

をめぐる各国政府間の外交政策や各国の戦略の

解明を試みてきたのが「国際政治アプローチ」

である。末廣によれば，このアプローチは世界

的な国際環境，インドシナ地域国際関係，国内

政治経済体制という 3 つのレベルでの構造変化

をGMSと関連させて議論するものであり，そ

の代表的な論者として，ASEANによるCLMV

諸国と原加盟国との格差是正の試みやメコン委

員会・MRCをめぐる国際関係を取り上げた山

影 進［ 地 球 産 業 文 化 研 究 所 2001; 山 影 2003a; 

2003b］，ベトナムの対外政策と国内開発を視角

としてメコン広域開発協力を論じた白石昌也

［白石 1998; 2011］，やはりベトナムを中心にイ

ンドシナ国際関係を考察した小笠原高雪［小笠

原 2003; 2004; 2005］，日本のポスト冷戦時代に

おける東南アジア戦略という視点からインドシ

ナ復興構想を取り上げた石井梨紗子［石井 

2003］の名を挙げている［末廣ほか 2009, 19］。

さらに本稿では，これらの研究に加えて中国の

メコン地域開発戦略を考察したEvelyn Gohの論

考［Goh 2007］も挙げておく。これらの研究は，

「国際開発協力アプローチ」が指摘するGMSの

プラットフォーム機能を前提としつつ，その他

の枠組みの事業内容，メンバー構成に関する協

力 枠 組 み 間 の 相 違 に 着 目 す る。 山 影 は，

ASEANが域内の一体性の保持と域外からの資

金調達とを目指し，ASEANとしてメコン開発

に乗り出したにもかかわらず，古参組と新参組，

そして古参組内での立場の違いを反映し，枠組

みが乱立しているさまを描き出した［山影 

2003a］。また白石は，インドシナ半島に位置す

る国家グループの定義（＝地域）の変遷に着目

し，「インドシナ」，「メコン流域」，「GMS」，

「CLNV」，「ASEAN新規加盟国」といった名称

でくくられる地域的グループの併存状況を日本

やベトナムといった関係国の外交戦略から分析

している［白石 2007; 2011］。その結果，白石は
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メコン地域では各国が「連結性を確保しつつあ

る段階に過ぎ」ず，地方政府や実務レベルにお

ける共通の動機は小さいと結論づけた［白石 

2007, 85］。そしてその知見に基づき，メコン地

域における協力枠組みの「錯綜状態」は「域内

および域外諸国の国益追求，ライバル的構想，

パワー・バランスへの配慮が表出」したことの

結果だと説明する。つまり，メコン地域開発協

力とは主権国家（中央政府）間の外交戦略に依

るところが大きく，GMSのような制度の影響

は主権国家が受け入れる限りで有効であるとい

うのが，「国際政治アプローチ」の目下の見解

といえるだろう。一方，各国の外交戦略に着目

するアプローチは，関係諸国の広域開発戦略の

国内開発政策における意義を国ごとに整理して

いるものの，メコン広域開発協力枠組みを総体

として俯瞰し，重層構造をなすようになった条

件を考察する余地を残している。

さて，「国際政治アプローチ」が国家に焦点

を当てるのに対し，「国境経済圏アプローチ」

と「担い手・企業アプローチ」は，メコン地域

に存在する「実質的な統合」と政治的に設置さ

れた枠組みとの相互作用に関心を寄せる。たと

えば「国境経済圏アプローチ」とは，工藤によ

ればメコン地域に複数点在する国境経済圏の経

済システムを解明し，それを域内途上国の新し

い工業化戦略として提示する試みである［工藤 

2008］。国境経済圏とは，「国家の統治体制の違

いさえ乗り越えて，市場原理に基づいて最も合

理的と考えられる経済活動圏」のうち「国境地

域の限定された地理的範囲に形成される局地経

済圏」であり，GMSのような地域協力枠組み

とは「最適な経済圏を求めて国境を乗り越えよ

うとする市場の力による『実質的な統合』（de 

facto integration）を後押しするための経済協力」

［工藤 2008, 4-5］と定義される。

一方で，工藤の言う「実質的な統合」を担い，

経済協力を事業として行うための資金，技術，

資材，労働力，市場情報などを供給する主体に

焦点を当てたのが「担い手・企業アプローチ」

である。末廣は，自らがとりまとめた東京大学

社会科学研究所中国研究拠点貿易班による調査

研究［末廣ほか 2009］のなかでこの考えを提唱

した。同論文は，GMSの事業を請け負った企

業の分析を通じて，中国企業が援助を介する形

でメコン地域への貿易投資を伸ばしており，そ

のなかでも特にCLMVでの開発事業を多く請け

負っている事実を示した［末廣ほか 2009, 47-49］。

この分析から，末廣はGMSを自国の国内開発

の機会としてとらえる中国政府の戦略を示唆し

ている。

これに対し，末廣と同様に広域開発事業にお

ける企業の活動を取り上げているものの，企業

の国家に対する自立性をより強調したのが

Glassmanによる 2010 年の著作である。同書は

タイと中国のGMS政策を比較し，GMSの事業

が地理的近接性や経済的相互補完性といった要

因ではなく，メコン地域の資源をグローバルな

経済システムに組み込もうとする資本家の戦略

に基づいて進んできたと主張する［Glassman 

2010, 37-38］。彼の議論のなかで，政府やADB

はそうしたグローバル経済に連なる資本家の

エ ー ジ ェ ン ト と し て 位 置 づ け ら れ て い る

［Glassman 2010, 64-98］。末廣が企業の分析を通

じて中国という国家の地域戦略をあぶり出した

のとは対照的に，グラスマンは企業を主体とし

た資本主義階級（capitalist class）の発展戦略に

重点を置いていたといえよう。
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末廣やGlassmanの議論は「実質的な統合」と

しての経済活動と開発事業との関係を重視して

おり，各国の政府と企業の連合体こそがメコン

広域開発の主体ということになる。ただし，こ

れらのアプローチは，いずれもGMSを含む枠

組み同士の関係について明示的に説明していな

い。たとえば「国境経済圏アプローチ」の石田

は，この点について論文集の各論にあたる白石，

小笠原の「国際政治アプローチ」の論考に考察

を任せている［石田 2008］。また末廣は，メコ

ン地域にある各種の協力枠組みを概観したのち，

これらの枠組みに最も積極的に参加しているの

がGMS加盟国であるとして分析の焦点をGMS

に絞り込み，他の枠組みはその一部として扱っ

ている［末廣ほか 2009, 11-14］。ただし，このこ

とは末廣自身がメコン地域開発枠組みの重層性

に無関心であることを意味しない。末廣は

2001 年の論考でタイのメコン地域主義を取り

上げ，タイ国内における諸アクターがそれぞれ

異なる外交戦略を追求した結果，タイはメコン

広域開発枠組みを並行して実施することになっ

たと説明している［末廣 2001］。つまり，末廣

の一連のGMS研究からは，国家と企業の連合

の顔ぶれ，あるいは連合の仕方によって推進す

る枠組みが異なるという仮説を導くことができ

る。

以上のように先行研究は，GMSという関係

国の裁量が大きい制度の下で，関係主体がそれ

ぞれ利益を追求した結果としてメコン広域開発

協力の重層的な構造を説明する点で一致してい

る。ただし，「国際政治アプローチ」は国家主

体（中央政府）の裁量の大きさを強調し，メコ

ン開発協力の重層的展開を現実主義的な国家間

政治の産物だと説明する一方，「実質的な統合」

に着目する研究者は，事業を担う企業と政府の

連携関係を重視する。両者の説明は矛盾するも

のではなく，政府（国家）と企業（社会）の関

係の強さを示す同一のスケールの両極に位置し

ているといえよう。国際政治アプローチは中央

政府が外交権を含む権力を独占している事例を

みる場合に最も説得力をもち，Glassmanのアプ

ローチは一定の多元性が確保された国内政治制

度を想定し，そのなかでの資本家の優位を主張

する。

Glassmanのアプローチは，メコン広域開発を

「市場原理に照らして合理的と考えられる経済

活動圏の構築」をめぐるゲームの帰結と捉え，

GMSの分析を行った。しかしその結果，「合理

的」ではないと推測されるその他の枠組みにつ

いての考察は捨象されている。先に述べたとお

り，メコン広域開発の諸々の枠組みは実際に

GMSの「マスタープラン」をプラットフォー

ムとしているものが多い。しかしながら，メコ

ン広域開発事業がGMSという単一の枠組みに

収まらず，あるものは入れ子状の構造をもち，

あるものは並立し，またあるものは屋上屋を架

す形で重複するという複雑な構造をもつように

なったのはなぜなのかという点について，これ

らのアプローチによる論考では検討していない

のである。

このように従来の研究は，国家や企業といっ

た主体側の動機や背景からメコン広域開発協力

枠組みの実態や生成を説明してきた。これに対

し，本稿では先行研究が得た諸主体の地域戦略

に関する知見を踏まえ，これを地域レベルで展

開する国際関係の文脈に置き直して俯瞰するこ

とを試みる。この作業を通じ，メコン広域開発

が重層的な構造をもつようになった国際関係上
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の条件を探るのが本稿の目的である。

Ⅲ　枠組みの提示

１．「ヘッジ戦略」概念

メコン地域諸国はどのような国際関係構造下

にあるのか。この点を考察するにあたり，本稿

は「ヘッジ戦略」の概念を援用する。ヘッジ戦

略とは，2000 年代に国際関係論における外交

交渉分析で提唱された概念であり，選好や価値

規範の異なる大国が複数存在し，国際環境の予

測が難しい状況に対する保険として，本来相反

する「包摂・関与」と「封じ込め・均衡」とい

う 2 つの政策を併用してリスクを回避する戦略

を指す。MedeirosやFootは，これを適用して米

中関係の変遷を整理した［Medeiros 2005; Foot 

2005］。また日本でこれを応用した菊池［2011］，

大矢根［2012］は，アジア太平洋で構築されて

いる複数の枠組みからなる複雑な地域制度を，

不安定な米中関係の間で他の国家がヘッジ戦略

を用いて行う複雑なバーゲニングの帰結として

説明した。またKuik［2008］は，ヘッジング戦

略と従来の「包摂・関与」（bandwagoningあるい

は内部化）や「封じ込め・均衡」（balancingある

いは外部化）を単独で用いる場合との異同を整

理しつつ，マレーシアとシンガポールの対中政

策分析に応用した。ここでは菊池の説明を引用

しつつ，ヘッジ戦略概念の内容を整理する。

ヘッジ戦略はいくつかの構造的条件を前提と

する。菊池はまず経済的要因として，高度な経

済的相互依存状態が成立しているが，同時に国

際経済システムが変動しつつあり，国際関係を

律するルールが不明瞭になりつつあることを挙

げる［菊池 2011, 175-176］。つまりプレイヤーで

ある関係国は，経済的には協力することが最も

望ましいが，ルールが不透明なために協力の利

益が将来も確保されるかどうかわからない状況

にある。次に政治的要因として，現状は地域の

国際関係を左右しうる大国がひとつ以上あるが，

大国間の力関係が変動的な状況にある。あるい

は国際政治経済を運営するためのルールをめぐ

り大国間で見解の不一致や競争，あるいは対立

状況があり，地域の戦略的な不透明性が増大し

ている［菊池 2011, 176, 178］。そして国内的要因

として，経済的繁栄確保が国内政治における最

優先課題となっていることが挙げられる。たと

えば東アジアの場合，政府が企業によるグロー

バルな生産・流通ネットワークの維持発展に力

を注ぐのは，それによって国内経済成長を促す

ことで政治権力の正当性を保障するためである

［菊池 2011, 179-180］。

つまりプレイヤーは，政治的安定のためには

経済的繁栄が必要であり，そのためには繁栄の

機会を提供してくれる国（＝大国）との関係強

化が望ましいという条件の下に置かれている。

協力を通じて相互の関係を律するルールを整備

できれば，さらに望ましい［菊池 2011, 182］。

しかしプレイヤーとなる国家の力関係に大きな

格差がある場合，単独での協調行動（包摂・関

与）はリスクが大きい。大国の約束不履行や，

一方的な依存関係による支配，大国内の政治経

済的混乱が相互依存のネットワークを介して伝

播してくる恐れがあるためである。こうしたリ

スクから，大国以外のプレイヤー（中小国とす

る）にとって，大国との二国間関係だけでなく

大国をも含む多国間制度を構築しようというイ

ンセンティブが発生する。多国間制度を利用す

れば，中小国といえども合従することで大国の
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行動をある程度制御し，その行動予見性を高め

ることが期待できるからである。しかしながら，

ヘッジ対象となる大国が予想に反した行動に出

ることが予想される場合，多国間制度を通じた

包摂・関与戦略にもリスクが伴う。その場合，

中小国は影響を低減するためにその大国の行動

を直接抑制する枠組みをつくったり，あるいは

他の大国と協力することで間接的に牽制したり

することが考えられる（図 1）。

このように，不確実な環境の下で本来は別個

の戦略である「包摂･関与」（脅威を取り込み，

社会化や強制メカニズムによる拘束で制御する）

と「封じ込め･均衡」（脅威を外部化し，同盟に

よる明示的な対抗や暗黙裏の隔離で影響を排除す

る）を複数の制度を通じて展開することを総合

し，「地域制度を通じてのヘッジ戦略」と菊池

は定義する［菊池 2011,184］。現実にメコン地域

では，1990 年代を通じ先行き不透明な国際環

境の下で多様な政治体制や価値観を抱く諸国同

士が関係を再定義する試みが続いてきた。そう

した諸国の間で重層的な協力枠組みが構築され

た経緯は，ヘッジ戦略概念が想定する国際関係

のゲームと制度生成の関係から読み解くことが

できるのではないか。

ヘッジ戦略概念については，現状では状況を

叙述する際の概念枠組みとしての側面が強いと

の批判があり，変数の設定やその数値化をめぐ

り，モデルとしての有効性を疑問視する声もあ

る。しかしながら，従来別個の外交戦略として

捉えられてきた複数の戦略をひとつの視野に収

めることで，国際関係における外交ゲームの複

層的構造を明示しうる点が画期的であった。本

稿はこの点に着目し，メコン広域開発協力の重

層的発展の条件を説明するための枠組みとして

ヘッジ戦略の援用を試みる。

２．メコン広域開発協力への適用

ヘッジ戦略概念は，ヘッジの対象となる大国

と，大国への対処を迫られる相対的に小さな

国々という国際社会での立場の差が鍵になる。

同概念をメコン地域の事例に援用するにあたっ

て，本稿では関係諸国を大国と中小国という 2

つのグループに類型化し，大国間関係，大国・

中小国間関係，中小国間関係の 3 つのレベルで

それぞれの国がどういう行動を取ってきたのか

を確認する。

メコン地域はアジア･太平洋地域の一部であ

り，ほぼ同じ構造的条件の下で局地的な国際関

係を展開していると考えられる。アジア・太平

洋地域では，アメリカと中国という政治的価値

脅威の
外部化

脅威の
内部化

具体的
形態

他の国との
軍事同盟

潜在的脅威
に対する軍
備増

複数の脅威
との連携

政経分離
制度による
社会化

政策協調
脅威との
軍事同盟

（出所）Kuik［2008］を参照し，筆者作成。

純粋な
balancing

純粋な
bandwagoning

リスク抑制

ヘッジング戦略

間接的
balancing

脅威の
相殺

経済実利
外交

関与に
よる拘束

限定的
bandwagoning

図１　ヘッジ戦略で取りうる下位戦略

利益最大化
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や経済運営の方法，国際関係の規範やルールの

理解において大いに異なる 2 つの大国が存在す

る。このため地域諸国はこの両者に対し二重の

ヘッジ戦略を取る必要があり，複雑な外交ゲー

ムに基づき重層的な地域制度が構築されてきた

といわれる［菊池 2011, 173］。その下位地域と

なるメコンでは，中国が 1992 年からGMSの一

員としてカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベ

トナム，タイと協力を行ってきた。また日本は

アジア・太平洋地域では米中に対する中規模国

であり，日米安保条約を介してアメリカと強い

同盟関係にあるが，メコン地域では様相が異な

る。日本は他のメコン，ASEAN諸国に比べ圧

倒的に大きい経済力を有し，投資，貿易を介し

て強い相互依存関係にある。そして援助面では，

中国を除くすべてのメコン諸国において，1990

年代から 2000 年代半ばまでの期間を通じ最大

のドナー国となってきた。こうしたことからメ

コン地域において，日本は大国として位置付け

られる。日本は 1990 年代にFCDI，インドシナ

産業協力ワーキンググループといった協力枠組

みを提唱したほか，2003 年にはCLMV+タイの

5 カ国に向けて「メコン地域開発のための新た

なコンセプト」を発表し，2006 年には「日本・

メコン地域パートナーシップ・プログラム」を

始動させた。また 2004 年から 2008 年までは

「日本・CLV対話」として旧仏領インドシナ 3

カ国との協力対話をも行っている。

一方でアメリカは，1975 年のベトナム戦争

終結以来，インドシナ半島地域への直接的な関

与を回避してきた。2009 年になってオバマ政

権 が メ コ ン 下 流 域 イ ニ シ ア テ ィ ブ（Lower 

Mekong Initiative: LMI）を提唱し地域諸国の賛同

を得たが，オバマ政権下のアメリカが今後メコ

ン地域の国際関係にどれほど深く関与するかを

めぐり，地域諸国は疑念を抱きつつ見守ってい

るのが現状である。

このように現在，中国，日本，アメリカはそ

れぞれGMS，日・メコン・パートナーシップ，

LMIを介してメコン地域の中小国と関係を結ん

でいる。しかし，白石が 2013 年の論考で指摘

しているように，日・メコン・パートナーシッ

プには中国とアメリカが含まれておらず，LMI

には日本と中国が入っていない（注４）。GMSは日

本も開発パートナーとして深く関わっているも

のの，アメリカは関わっていない。このため白

石は，三者が一見競合的な関係を切り結んでい

ると指摘する［白石 2013b, 16］。つまりメコン

広域開発をめぐっては，互いに対抗しうる大国

として中国，日本，そしてアメリカがある。さ

らに現在これらの大国は，アジア･太平洋地域

で包摂と排除のヘッジ戦略を展開する一方で，

下位地域となるメコンではお互いを外部化し均

衡するような展開をみせており，その関係は流

動的である。こうした構造下にあるメコン地域

国際関係を考察するにあたり，メコン地域では

地域諸国間の格差が非常に大きく，片務的な経

済的依存関係があるという構造的条件があるこ

とに，本稿は着目する。

表 3 はメコン地域に関わる諸国の経済規模，

軍事的存在感を示す指標を整理したものである。

これらの指標は直ちに経済力・軍事力と読み替

え可能なわけではないが，経済規模，軍事力の

規模を推測するための比較可能な指標として引

用した。これをみると，メコン地域諸国間では

最大国と最小国の間で 1 人当たりGDPでは約

5.6 倍，人口では約 200 倍，兵力では約 80 倍の

格差が存在する。なかでも中国がぬきん出た大
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国として存在しており，そこからかなり離れて

タイ，ベトナムがあり，カンボジア，ミャン

マー，ラオスがこれに続く。これにメコン域外

国であるアメリカ，日本，マレーシア，シンガ

ポールを加えると，格差はさらに大きなものと

なる。

また，表 4 は本稿執筆時点である 2014 年か

ら直近 3 年間を例にメコン諸国のODA受入額

が国民総所得（GNI）に占める割合を整理した

ものである（タイと中国は数値が 0.5 以下だった

ためにゼロ表示となっている）。データのないミ

ャンマーを除くと，このなかで最も援助への依

存度が高いのはカンボジアである。1995 年か

ら 10 年間の累計でみた場合，いずれの国でも

援助の最大ドナーは日本であり，カンボジアで

累計総額の 35 パーセント，ラオスで 50 パーセ

ント，ミャンマーで 65 パーセント，ベトナム

で 50 パーセントを占めており［工藤 2008, 16; 

末廣ほか 2009, 32］，タイに関しては 97 年から

2001 年の 5 カ年平均で 47.2 パーセントを占め

ている［小山・梅崎・杵渕 2003, 63］。また，日

本は 2004 年にASEANが掲げた域内格差是正の

計画「ヴィエンチャン行動計画」に対する資金

援助としてCLMVへの援助を行ってきた。しか

しながら，2000 年代に入り中国からこれらの

国々への二国間経済援助が借款，無償共に増加

しており，たとえばカンボジアでは 2010 年を

境に日本を抜いて金額ベースで最大供与国と

なっている（注５）。タイもまた 1996 年からカン

ボジア，ラオス，ミャンマー向けに借款を行っ

ていることから，これらの国々に対するドナー

国として立ちあらわれる（注６）。

貿易関係をみると，いずれの国も米，中，日

との関係が深いこと，またカンボジア，ラオス，

ミャンマーは輸出入上位 2 位の貿易相手国の貿

易総額に占める割合が高いことがわかる（表 5）。

なかでもラオスにおけるタイの，ミャンマーに

おける中国とタイ，シンガポールの存在感の大

きさが目立つ。ベトナムは輸出に関しては比較

的バランスが取れているが，輸入については中

国の占める割合が大きい。投資に関しては，い

ずれの国も中国，香港からの投資が上位に入っ

ており，とりわけミャンマーに対する中国から

の投資の大きさは群を抜いている。タイは日，

表４　メコン諸国の援助依存率（ODA 受入額の対 GNI 比率）

（単位：%）

2009 2010 2011

カンボジア

ラオス

ミャンマー

タイ

ベトナム

中国

7.3

7.4

n.a.

0

4

0

6.9

6.2

n.a.

0

2.9

0

6.5

5.1

n.a.

0

3.1

0

（出所）世界銀行ウェブサイトより。  
（注） ここでいう援助とは，コンセッションベースの借

款（グラント・エレメント25% 以上）と DAC 加

盟国／非 DAC 国政府機関，国際機関からの無償資

金をすべて含む。
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。
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米，中との関係が深いが，相手は比較的分散し

ている（表 6）。一方で，中国の貿易投資にこれ

らのメコン地域諸国が占める割合は小さい。

2011 年はASEAN全体で中国の輸出総額の 10

パーセントを占め 3 位となっているが，その内

訳は上位がマレーシア（2.5 パーセント），シン

ガポール（1.8 パーセント），タイ（1.5 パーセン

ト）である［日本貿易振興機構 2012a, 中国編

2］（注７）。

つまり経済的関係からみた場合，中国とそれ

以外のメコン地域諸国の間には片務的な依存関

係があり，ミャンマーとラオス，カンボジアは

そのなかでも強く中国経済に依存している。タ

イとベトナムもまた中国と深い経済関係にある

が，日本やアメリカといった他の国との関係も

深いことから，前述した 3 カ国ほどの強い依存

関係にはないと考えられる。とりわけタイはラ

オス，ミャンマーにとって大きな貿易相手国で

あるほか，自らドナーとして他のメコン地域諸

国に経済援助を行うなど，中国ほどではないが

相対的にこれらの国々に対し影響力をもつと考

えられる。一方，ASEANとして協力枠組みを

提唱した国であるシンガポール，マレーシアは

ミャンマーに対し経済的影響を及ぼしていると

考えられるものの，メコン全域での経済関係は

相対的に強くない。

以上の条件を勘案した結果，メコン広域開発

協力をめぐる国際政治で各国が占める立場と取

り得る戦略のパターンは以下のように想定でき

る。まず大国として，中国，日本，アメリカが

ある。これらの国々は構造からの制約が比較的

少なく，選択肢は多い。2014 年の本稿執筆時

点においては，これらの大国はいずれも中国以

外のメコン諸国と包摂・関与を志向している一

方で，大国同士では封じ込め・均衡戦略を志向

しているようにみえる。アメリカは日本を包摂

する枠組みをもつが中国とは共通の枠組みがな

く，一方日・中間では共通の枠組みがあるもの

の，活動が停止している。

一方，メコン域内の中小国であるカンボジア，

ラオス，ミャンマー，タイ，ベトナムは，中国

をはじめとする大国がこれらの国々との関与・

協調を志向する現状では，個々の大国との同盟

による対決や強制措置による拘束といった強い

表６　メコン地域諸国への国・地域別直接投資（2011年現在）

（単位：%）

順位 カンボジア（認可ベース） ラオス（認可ベース） ミャンマー（認可ベース）

1

2

3

4

イギリス

中国

ベトナム

香港

44.1

23.4

12.4

6.5

中国

ベトナム

タイ

韓国

42.7

22.6

11.2

6.9

中国

イギリス

インド

マレーシア

93.6

2.1

1.6

1.1

順位 タイ（認可ベース） ベトナム（新規・認可ベース）

1

2

3

4

日本

シンガポール

欧州

中国

57.1

9

6.4

6.1

香港

シンガポール

日本

韓国

25.5

17.3

16

7.6

（出所）日本貿易振興機構［2012b］より筆者作成。
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選択肢は残されていない。しかしながら，複数

の大国との包摂・関与戦略に基づく枠組みを個

別に重ねていくことにより，ある大国との枠組

みによって他の大国の影響を均衡するという弱

い選択肢によるリスク回避は可能である。現実

には，メコン地域内では中小国同士の枠組みが

盛んにつくられている。中小国同士の枠組みを

つくることで，大国の影響が及ばない関係をつ

くりだすという戦略もまた可能であろう。その

際，中小国間の経済的規模の違いがこれらの

国々の間でも影響する可能性が考えられるが，

その実態は個々の事例ごとにみていく必要があ

る。

本稿では，包摂・関与と封じ込め・均衡の下

位戦略が，大国と中小国間，そして中小国間の

間で同時並行的に展開した結果，現在あるよう

な重層的な広域開発協力のための枠組みが立ち

現れ，それが地域の国際関係安定化に寄与して

きたという仮説を用いる。次節では，大国・中

小国，中小国間という 2 つのレベルで各国が実

際にどのような戦略を展開しているかを検証す

る。

Ⅳ　事例

１．大国と中小国の間の枠組み

メコン広域開発協力に関わる域外国のうち，

最も早期に協力を模索し始めたのは日本である。

日本は 1980 年代のカンボジア紛争和平過程か

ら，この地域における二国間ベースでの復興・

開発支援を構想していたといわれる。そしてイ

ンフラ開発を主とした多国間広域開発枠組みの

構築に向けて動きだしたのが，1990 年代のカ

ンボジア紛争終結後である［石井 2003, 90-91］。

まず 1993 年に，外務省がFCDIを提唱する。し

かしFCDIは，ASEANが 90 年代半ばまでにイ

ン ド シ ナ の CLMV 諸 国 を 包 摂 し，95 年 に

AMBDCが提唱されたことで活動の余地を失い

停止する。以後，日本のメコンにおけるインフ

ラストラクチャー開発構想は，ADBを介して

GMSに出資する形で継続されていく。

一方，1994 年に通産省（当時）によって提唱

されたインドシナ産業協力ワーキンググループ

は，改称，改組を経て現在に至るまで日・

ASEAN連携によるメコン地域開発のための主

要な枠組みのひとつとして機能してきた。同構

想提唱の背景には，通産省の「アジアの経済発

展のダイナミズムのなかにインドシナを取り込

もうとの考え」（注８）があり，石井はそれがアジ

アで産業のレベル別に重層的な国際分業体制を

構築しようとする通産省の協力構想に基づいて

いたと指摘する［石井 2003, 98-99］。そこでは

CLMVのみならず，中国もまた「地域単位の協

力により中国やインドシナ等の発展のポーテン

シャリティーを有する地域も上手く取り込んだ

形でアジア全体に展開し，投資・貿易の一層の

拡大に結びつけることが，アジア地域の持続

的・安定的な成長にとって有効」［通商産業省貿

易振興局 1992, 121-131］という構想のなかに組

み込まれていた点に注意が必要である。しかし

ながら，実際に日本と中国の間でメコン開発を

めぐる協議が制度化されたのは，2008 年 6 月

から外務省高級実務者レベルで始まった日中メ

コン政策対話が最初であった。この対話は

2006 年頃に在北京日本大使館をはじめとする

大使館レベルでの日中政府関係者の接触から始

まった動きであり，日・中それぞれのメコン地

域開発事業と政策に関する情報交換が行われて
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きたが，2008 年の第 1 回会合から 2011 年の第

4 回まで例年開催されてきたものの，第 5 回以

降は開催されていない（2014 年 11 月現在）（注９）。

こうした状況にあって，2012 年 4 月に開催さ

れた第 4 回日・メコン首脳会議（東京）で採択

された「日メコン協力のための東京戦略 2012」

では，日本とメコン諸国の双方が「開かれた地

域を目指し，メコン河下流域開発イニシアティ

ブ（LMI），日中メコン政策対話等の取り組みや，

GMS，CLV，CLMVおよびエーヤワディー・チ

ャオプラヤー・メコン経済協力戦略（ACMECS）

といったメコン域内の取り組みを通じ，さまざ

まな地域的枠組みや第三国との連携を強化す

る」（下線筆者）ことを確認している［日本国外

務省 2012a］（注10）。

総じて，メコン地域開発が本格化した 1990

年代を通じてメコン開発に関する日中間対話の

制度化は遅れがちであった。このため日中両国

は，一見メコン地域でお互いを外部化するかの

ような状態が長らく続いてきたという点を看過

してはならない。

一 方， 中 国 は カ ン ボ ジ ア 紛 争 終 結 後，

1990 年代を通じて二国間，多国間の両レベルで，

他のメコン諸国や島嶼部ASEAN諸国との関係

再定義を行ってきた。二国間レベルの経済関係

をみると，タイを除いて 90 年代の後半から

2000 年代にかけ，協力のための対話の場が制

度化されている（表 7）。制度面での関係強化を

追うように，中国と他のメコン諸国との間では

貿易，投資も 2000 年代に入って量的に増大し

ている（図 2，および表 8）。

援助に関しては，中国政府が対外援助や経済

合作に関する統計を十分に公表していないこと

から，正確な数値を把握することが難しい。そ

こで前掲した末廣の論考を引用する。末廣は，

2001 年から 2008 年までの期間に実施された

GMSを含むCLMV諸国で実施された開発事業

に関する情報を収集し，そこから事業に応札・

入札した業者を分析し，CLMVいずれの国でも

中国の国有企業，民間企業，地方企業が主な事

業を請け負っていると指摘している［末廣ほか 

2009, 49-51］。また 2007 年以降，CLMV諸国に

対し無償援助や無利子による大規模な建築や病

院，工場の建設を提供していることからも，こ

れらの国々が中国にとって重要な援助対象と

なっている様子をうかがわせる［末廣ほか 2011, 

82］。また賀と王は，2003 年に発表した著作の

なかで，2000 年以降に中国雲南省とメコン地

表７　中国とメコン諸国の経済協力閣僚級対話の実施状況

カンボジア ラオス ミャンマー タイ ベトナム

経済貿易協力委

員会設置
2000年 1997年 1997年 1985年 1994年

会議のレベル 副大臣 副大臣 副大臣
担当大臣→2004

年から副首相
副大臣・副首相

2012年までの会

議開催状況

３回（2001，

04，07）
５回

２回

（2005，08）

85年より毎年開

催。2004年から

は２回

大臣レベルで７

回，副首相レベ

ルで５回

（出所）北野［2013, 86］より。
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（出所）Yin ［2009, 23］。
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図２　中国とメコン諸国５カ国との貿易額推移

2000 2001 2002 2003 2004 20062005 2007

（単位：100 万ドル）

カンボジア

総額 金額 割合

2003
2004
2005
2006

275.71
262.14

1,041.84
2633

33.05
83.13

451.96
763

12%
32%
43%
29%

合計 4,212.69 1331.14 32%

ラオス

総額 金額 割合

2003
2004
2005
2006

465.99
533.15

1,245.31
2,699.69

119.86
28.2

58.12
423.23

26%
5%
5%

16%

合計 4,944.14 629.41 13%

ミャンマー

総額 金額 割合

2004
2005
2006
2007

91.17
158.28

6,065.68
752.7

2.82
126.55

0.7
281.22

3%
80%
0%

37%

合計 7,067.83 411.29 6%

（単位：100万ドル）

タイ

総額 金額 割合

2003
2004
2005
2006
2007

5,165
4,956

6,503.11
10,479.02
10,199.02

23.79

11.49
49.85
73.65

0.5%

0.2%
0.5%
0.7%

合計 37,302.15 158.78 0.4%

ベトナム

総額 金額 割合

2002
2003
2004
2005
2006
2007

7,357.67
9,262.64

11,820.24
24,814.86
37,215.9

75,860.34

334.8
584.44
440.94
496.57
880.55

1,744.03

4.6%
6.3%
3.7%
2.0%
2.4%
2.3%

合計 158,973.98 4,146.53 2.6%

（出所）Yin［2009, 53］より筆者作成。

表８　メコン５カ国の対内直接投資に占める中国からの投資の割合
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域諸国の間で工事請負と労務提携という形での

協力が増えていることを指摘している［賀・王 

2003］（注11）。末廣によれば，工事請負と労務提

供に設計コンサルティングを加えた「対外経済

合作」のうちCLMV＋タイに向けて実施された

ものは，2000 年に 513 万ドルだったものが

2007 年には約 5 倍の 2568 万ドルに拡大したと

いう［末廣ほか 2009, 59］。

次に多国間枠組みをみてみよう。先行研究が

しばしば指摘するように，GMSはADBスタッ

フのアイデアをタイとラオスの政府関係者が積

極的に支持したことを契機に設立された枠組み

である［小笠原 2005, 42-45; 森田 2004; 2010］（注12）。

中国がこれに参加することを決定した背景には，

1990 年前後から雲南省政府が辺境貿易の拡大

による発展を目指して東南アジアへの経済開放

を打ち出し，中央政府レベルでもこうした動き

を積極的に支持する姿勢を明らかにし始めてい

たという経緯があった［樋泉 2004; 小笠原 2005; 

朱 2007, 96-97］。以来 1990 年代を通じて中国政

府はGMSへの関与を深めている。2003 年には

ADBの副総裁として元財務次官を派遣し，同

時にADBに出資を開始した［『人民日報英語版』

2003］。

2000 年代以降，中国のメコン地域に対する

関与は二国間でも多国間でも深まりをみせてい

る。とりわけ貿易，投資に関しては飛躍的な増

大を遂げており，援助も同様の伸びが推測され

る。こうしたメコン地域諸国への積極的な経済

活動・経済外交は，しばしば中国国内の辺境地

域開発政策との関連で議論されてきた。すでに

述べたように，中国国内では 1990 年代の初頭

から沿海地域に比べて発展の遅れている内陸地

域の開発を進めようという動きは存在していた

が，これが中央政府レベルで国内地方格差是正

のための包括的な計画として動きだしたのは，

1990 年代末のことである［佐々木 2001, 23-24］。

2000 年全国人民代表大会で「西部大開発」と

して正式に承認されたこの計画は，雲南や広西

を含む非沿海部 10 省市区におけるインフラ建

設や産業振興と構造改革を掲げるものであった

［Glassman 2010, 118-119; Tian 2004, 622］。 そ の な

かでも，国際交通網開発と水力エネルギー資源

開発は，中国のメコン広域開発の根幹をなす計

画であったといえるだろう。国際交通網開発は，

その一部として雲南省昆明市からシンガポール

を結ぶ鉄道建設計画を提言しており，後に

AMBDCやGMSの事業に組み込まれている。ま

た水力エネルギー資源開発は，中国国内におけ

るメコン河やサルウィン川といった国際河川の

源流を対象として実施されたほか，中国の国有

電力企業改革を促し，分割化された 5 つの電力

企業グループによる電力開発事業の国際的展開

をもたらした［Glassman 2010, 124-126］。これら

「五大電力グループ」は「対外経済合作」を介

してカンボジア，ミャンマー，ラオスといった

メコン地域諸国のダム建設に深く関わっている

［末廣ほか 2011, 77-79］。こうした中国政府と企

業が一体となった経済活動はメコン諸国のイン

フラ開発推進に貢献する一方で，メコン河やサ

ルウィン川といった国際河川の水資源利用をめ

ぐり，他のメコン地域諸国との対立を引き起こ

している。

中国の視点からみた場合，メコン地域は他の

ASEAN諸国や国境を隣接する国々とともに中

国の「周辺」の一部をなしているといわれる。

青山は冷戦後の中国の対外戦略を周辺外交，先

進国外交，発展途上国外交，アメリカ外交とい
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う 4 つの要素から成り，そのなかで周辺外交は

近年まで経済要因が最重要課題となってきたと

している［青山 2007, 340-342; 2011, 92］。メコン

広域開発協力は，まさに「周辺外交」の一端と

して，国の経済発展にとって最適な条件を整え

るための手段となってきたといえよう。しかし

近年，中国の「周辺外交」は中国外交の方針転

換にともなってその性格を変えつつあるといわ

れる。中国外交は，2006 年 8 月の共産党中央

外事工作会議で胡錦濤主席が「国家主権，安全，

発展利益を維持，保護」する旨の発言を行った

ことを転機として，従来の発展重視路線から

「主権と安全」を重視する路線へと転換したと

いわれている［青山 2011, 101; 川島 2012, 43］。青

山は，2008 年の中国国内における 2 回の反政

府暴動，2009 年の国連海洋法条約に基づく排

他的経済水域設定の国連への申告期限が来たこ

となどが，中国をして主権，領土，安全に関わ

る問題の重要性を再認識させ，これらの分野で

の強硬な外交姿勢をもたらしたと指摘する［青

山 2011, 101］。東南アジアでもベトナム，フィ

リピン，マレーシアといった国が中国との領海

問題を抱えているが，中国は 2010 年のASEAN

地域フォーラムで南シナ海における領海問題が

国際問題となることに反対するなど，姿勢を強

硬化させている。さらに 2012 年 7 月にはプノ

ンペンで開かれたASEAN外相会議で，南シナ

海問題を共同宣言に入れるか否かをめぐって

フィリピン，ベトナムという係争の当事国と議

長国であるカンボジアの間で折り合いがつかず，

ASEAN史上初めて外相会議の共同声明が見送

られるという事態が起こった［アジア経済研究

所 2012, 185］。

このように日本と中国が積極的な関与を続け

てきたメコン地域で，アメリカは 2009 年まで

具体的なイニシアティブを示してこなかった。

アメリカが新たに多国間枠組みに乗り出したの

は，2009 年に発足したオバマ政権下のことで

ある。2009 年 7 月，東南アジア友好平和条約

に加入と同時にアメリカはカンボジア，ラオス，

ベトナム，タイとLMI設立に合意する。設立当

初に重点分野として挙がったのは保健，環境，

教育，インフラ開発だが，2014 年現在は農業・

食料安全保障，コネクティビティ，教育，エネ

ルギー安全保障，環境問題と水質保全，保健の

6 分野を重点としている。他の枠組みにない試

みとして主要 6 分野のうちの食料安全保障に加

え，分野横断的なテーマとしてジェンダー問題

を挙げている（注13）。LMIは 2011 年に「行動計

画」（2011～15 年）を策定しているが，その公

表と併せてドナー国や関係機関のフォーラムと

し て， メ コ ン 下 流 域 フ レ ン ズ 会 合（Lower 

Mekong Friends: LMF，2011 年 7 月第 1 回会合）が

設けられている。LMFにはLMI諸国のほか，

オーストラリア，EU，ニュージーランド，日

本，韓国，ADB，世界銀行，ASEAN事務局の

代表，そしてオブザーバとしてミャンマーが参

加しており，2014 年までに 4 回の閣僚級会合

が開かれている。会合は各国の援助担当省庁や

機関の間での情報共有会合と，各国の外相によ

る非伝統的安全保障分野に関する対話からなる

ことが第 1 回会合で宣言された（注14）。討議され

るべき「非伝統的安全保障問題」としては

2012 年 7 月の第 2 回会合で人身取引，マイグ

レーションが挙げられており，今後継続的にこ

の問題について対話していくことが確認されて

いる［日本国外務省 2012b, 3-⑵］。このように，

LMFにはLMIにはない（そしてLMIよりより広範
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なメンバーの間での）非安全保障分野における

政府間対話チャンネルとしての役割が設定され

ている点は留意が必要であろう。

オバマ政権は発足当初からアジア太平洋地域

への関与強化を打ち出しているが，2011 年 11

月頃から「アジア太平洋へのリバランス」ある

いは「アジア・ピボット」という表現を用いる

ようになった。「リバランス」とは，単にアジ

ア太平洋地域を重視するということに留まらず，

開発援助や外交も動員して地域におけるアメリ

カの影響力を維持していくという 2010 年の国

家安全保障戦略の延長上にあると考えられる

［The White House 2010, 14-16］。LMI・LMFはこう

した戦略のなかにあるわけだが，あえてすでに

ある「ハブ・アンド・スポーク」型同盟システ

ムの拡張ではなく，新たな多国間枠組みとして

創設されている。

中山は 2013 年の著作でオバマ政権の外交政

策を支えたスローター国務省政策企画室長，ク

リントン国務長官，およびオバマ大統領自身の

演説を読み解き，オバマ政権の外交は，現在ア

メリカがテロ，感染症，越境的犯罪，気候変動

などアメリカ単独では解決困難な脅威が存在す

る世界にいるという世界観に基づき，問題解決

のためにイシューごとに形成されるさまざまな

連合を利用し，対話を通じてアメリカ的な価値

観を浸透させ，協調行動を促していくことでし

か国益は確保されないという理念に裏打ちされ

ていると説明する［中山 2013, 204-209, 233-236］。

LMI・LMFはこうしたオバマ政権の理念を如実

に反映している。

そうした非伝統的安全保障問題に関する対話

のための機会としてアメリカが設けたLMI・

LMFだが，そこでは中国が不在であることは

すでに述べたとおりである。メコン地域におけ

る米中関係をアメリカがどう認識し，展望して

いるかをうかがい知る資料として，ここでは

CSISが 2013 年に発表した保健衛生分野での対

メコン協力に関するヒアリング調査報告書を参

照したい。A Greater Mekong Health Security 

Partnershipと題するこの報告書は，アジア太平

洋地域における保健衛生分野でアメリカが果た

しうる役割と課題について，アメリカ政府内外

の保健衛生事業従事者（国軍を含む）へのヒア

リングを分析したものである。

報告書はアメリカの人道的支援における歴史

的な強みを確認し，なかでも文民機関と国軍が

果たしてきた公衆衛生支援の機能を強調する。

そしてそうした強みを発揮しうる機会としてメ

コン地域に目を向ける［Morrison et al. 2013, 2-3］。

興味深いのは，報告書が活動を東南アジアで行

うことの根拠として同地域が米中の力関係が競

合 す る 場 と な っ て い る こ と を 指 摘 し つ つ

［Morrison, et al. 2013, 5］，防疫を共通の課題とし

て同地域で中国を巻き込んだ協力の可能性を示

唆している点であろう［Morrison et al. 2013, 2］。

中国とアメリカは 2009 年から国軍の保健衛生

機関で交流を行っており，こうした二国間レベ

ルでの協力を地域レベルの協力事業に拡大する

という構想は，アメリカが将来的な中国の包摂

と協力を企図していることを示しているが，こ

うしたアメリカの意図が中国政府にどう受け止

められているかについては，さらなる検証の余

地が残っている。

このようにメコン広域開発協力をめぐり，日

本，中国，アメリカという大国同士の間では，

長らく相互を外部化するような動きが続いてき

た。日本とアメリカはLMFを介して非伝統的
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安全保障などの分野で対話を続けているが，中

国とアメリカの間では現在共有される枠組みが

ない。また，日本の各種の構想は中国の排除を

企図して設けられてはいないが，メコンをめぐ

る日中間対話の制度化は 2000 年代後半になる

までみられず，メコン地域で日中両国が相互を

外部化した形で協力枠組みがつくられてきた。

アメリカの提唱したLMIは将来的に中国との非

伝統的安全保障分野における協力を視野に入れ

ているようにみえるが，そうした意図を中国政

府がどう捉えているかは明確ではない。そして

中国は，2000 年以降GMSを通じてカンボジア，

ラオス，ミャンマーと雲南省との経済的連携を

進める一方，2006 年以降は領土問題をめぐり

ベトナムに対し強い主張を繰り返している。つ

まりメコン地域における日米中の関係は，他の

地域諸国にとって予測しにくい状態が続いてい

る。

２．中小国による枠組み構築

このように不透明さを増す戦略環境のなかで，

他のメコン諸国はどういった行動を取りうるの

だろうか。表 1 で確認したように，メコン広域

開発枠組みは，タイ，ラオス，ベトナム，カン

ボジア，ミャンマーといったメコン域内の中小

国の間で最も重層的に展開している。これらメ

コン地域の中小国はGMS，AMEICCや日・メ

コン・パートナーシップ，LMIにすべて参加し

ている一方で，タイとカンボジアがそれぞれ

ACMECS，CLVというそれぞれ異なるメンバー

シップに基づく枠組みを提唱している。ここで

はそれぞれの枠組みが設立された経緯から，メ

コン地域内の中小国にとって個々の枠組みの意

義を整理することとしたい。

①GMS, 　ACMECS

タイ政府は 1990 年代の初頭からしばしば広

域協力枠組みを提唱してきた。その最初の例が

GMSである。1980 年代末から 90 年代初頭にか

けてADBが水面下でラオスに対し地域的協力

構想を働きかけていた背後で，積極的にこれを

支持したのはタイ国家経済開発計画事務所

（NESDB）の総裁だったサノー・ウーナグーン

であった［青木 2009, 179］。また，一方でタイ

はGMSと並行する形で，当時カンボジア紛争

後の復興協力構想を温めていた日本に対し，三

角協力を呼びかけてFCDI構想の契機をつくっ

て い る［ 石 井 2003; 河 野 1999, 84］。 こ う し た

1980 年代末から 90 年代初頭のタイのインドシ

ナ地域主義外交は，しばしばタイのめざましい

経済発展とそれに基づくインドシナ半島での

「小覇権主義」［末廣 2001, 14］あるいはナショ

ナリズムの発露として語られてきた［小笠原 

2005, 49］。しかしながら，本稿では当時タイ政

府がADBや日本といった第三者を介した協力

枠組みを強調していた点に着目し，直接的にタ

イの影響力を発揮する制度ではなく，第三者を

入れてラオスやベトナム，カンボジアといった

国々との相互不信を緩和するような多国間制度

の構築を目指していたことに着目する。GMS

発足の直前までタイとインドシナ諸国とは干戈

を交えており，良好な関係にはなかった。

ADBは 1984 年からラオス南部で水力発電所の

プロジェクトを開始していた。タイ政府はこの

計画に乗り入れることで協力の糸口をつかもう

としたが，ADBプロジェクトで生産した電力

を輸入したいというタイの申し出に，ラオス政

府は当初難色を示した。しかしADBがこの計

画をラオスとタイを含む複数のインドシナ諸国
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による開発協力に結びつけることを提案して，

最終的に合意を得ている［青木 2009, 179］（注15）。

こうした経緯から，当時タイ政府がGMSと

FCDIをそれぞれ中国と日本に対する牽制戦略

として追求していたとは考えにくい（注16）。タイ

からみた場合，むしろ没交渉あるいは対立状況

にあった周辺国を包含し関与させて政府間の信

頼を高めることにより，自国を取り巻く国際環

境を安定させようとした戦略として，GMSや

FCDIは位置づけられるだろう。

タイが自国の影響力を直接的にカンボジア，

ラオス，ミャンマー，ベトナムといった国々に

発揮しようとし始めるのは，むしろGMSが成

立した後，1996 年に借款による経済協力を開

始してからだと考えられる。タイ政府はすでに

1990 年から「タイ国際協力プログラム」を通

じてインドシナの近隣諸国向け援助を実施して

いたが，93 年にはNESDB内にメコン川流域地

域経済協力調整委員会（95 年に近隣諸国経済協

力開発調整委員会へ改組）を設置し，95 年には

財務省の下に近隣諸国経済開発協力基金を創設

した。借款による事業は 2000 年代に入るまで

財務省の事業として二国間ベースで行われたが，

2003 年に近隣諸国経済開発協力基金を改組し

て近隣諸国経済開発協力基金（NEDA）が設置

されると，多国間ベースで実施されるようにな

る。この多国間ベース援助協力のための枠組み

となったのがACMECSであった。

ACMECSは，2003 年 4 月にASEAN首脳会議

の場で当時のタクシン・チンナワット首相が，

不法入国外国人労働者問題への対策としてミャ

ンマー，カンボジア，ラオス，タイからなる

「経済協力戦略」（Economic Cooperation Strategy: 

ECS）を提唱したのを端緒とする。同構想はベ

トナムが 2004 年に加わってACMECSに改称す

るが，提唱直後の 2003 年 11 月に行われた第 1

回ECS首脳会議では「国境地帯にさらなる経済

成長をもたらすべく，競争力を強化する」こと

が宣言された（注17）。具体的には，関税・非関税

貿易障壁の撤廃，農・畜産業の契約栽培，近隣

諸国とタイを繋ぐ道路や橋の建設や港湾整備な

どの流通インフラ連携推進，そしてチェンライ，

ムクダハーン・サワンナケート（ラオス国境），

トラート・コッコン（カンボジア国境），ターク

（ミャンマー国境）に経済特区を設立し，そこへ

タイの主要製造業の製造拠点を移して，特区内

で近隣諸国から来た労働力を利用するプロジェ

クトなどが計画されている（注18）。表 9 はタイの

借款による 2005 年時点でのACMECSインフラ

事業の一覧だが，いずれもGMSの計画をベー

スとしてその枝道の建設を目指していたことが

わかる。

恒石はこうしたタイ政府によるACMECSと

GMSを利用したインフラ建設について，タイ

政府が将来中国企業との物流面における競争激

化を想定し，インドシナ半島における物流網の

なかでタイをハブとしようとする構想に基づく

も の で あ る と 指 摘 す る［ 恒 石 2007, 41-43］。

GMSやACMECSを含むタイの地域協力枠組み

はNESDBによって統括されているが，その

NESDBが 2006 年に作成した資料ではこうした

インドシナ半島における物流システムをミャン

マーを介してベンガル湾までつなげる構想が示

さ れ て い る［Thai Logistics and Production Society 

2006］。

メコン開発がタイの経済発展のために不可欠

だと認識されていたことは，2003 年当時のタ

クシンの発言からもうかがわれる（注19）。しかし
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ながら，実際には当時からGMS事業では中国

の影響力が拡大しつつあったことは，末廣が

2009 年の研究で指摘したとおりである。末廣

は 1994 年から 2007 年の間に行われたGMSの

プロジェクトの出資国を分析した結果，中国政

府の出資割合が伸張してきたことを指摘したが

［末廣ほか 2009, 35-36］，こうした状況はタイ側

の関係者も認識していた（注20）。ここで指摘して

おきたいのは，ACMECSが当初タイ語で「国

境沿いの経済システム構築計画」という名称で

提唱，立案された点である［青木 2008, 346］。

当時タクシン首相が国民向けに行った演説によ

ると，ACMECS設立の理由は近隣諸国におけ

る農産品の契約栽培であり，それを裏付けるよ

うにACMECSではGMSにはない農業契約栽培

を軸とした農業協力プロジェクトが多く実施さ

れていた［青木 2008, 340］（注21）。またACMECS設

立に際してはタイ商業会議所やタイ工業連盟と

いった経済団体，とりわけ農産品加工業からの

強い要望があったというNEDA関係者の証言か

らは，当時タイ国内でGMSとは別にタイ企業

に有利な協力枠組みが希求されていた様子がう

かがわれる（注22）。実際，NEDAによるACMECS

事業はドルでなくバーツ・ローンで実施されて

おり，融資額のうち半分以上をタイ企業の製品

やサービスに用いることを義務付けるなど，タ

イ企業に有利な条件になっている（注23）。さらに

NEDAの担当する借款事業のほか，無償援助や

技術協力を含む援助政策全般について技術協力

政策委員会で審議，検討しており，そこには財

表９　タイの借款による ACMECS 事業（2005年）

実施国 プロジェクト 内容 背景
予算（100

万バーツ）

ラオス

道路改善計

画

GMS の R3計画のうちボ

ケーオからルアン・ナム

ター間

・GMS による南北回廊の一部

・タイ，ADB，中国で各1/3を

負担

1,385

道路開発
ムアン・ギエン−バーンバ

クベン間

・GMS による南北回廊の一部

・タイ負担分のうち贈与30%，

借款70%

840

鉄道建設
タイ・ラオス友好橋からバ

ン・タナレンへ

・GMS による南北回廊の一部

・タイ負担分のうち贈与30%，

借款70%

197

カンボジア

道 路 建 設

（R48）

タイのトラートからカンボ

ジアのコーコン間

・GMS による南部臨海回廊の

一部
867.8

道路（R67）

建設（タイ

国境接続）

チョンサギャム−アンロン

ウェン−シエムリアップ間

・GMS による南部臨海回廊

・長期の低金利タイド・ローン
800

ミャンマー 道路建設
ミヤワディ−カウカレック

−バーンタトン間

・GMS による南部臨海回廊の

一部として計画
122.9

合計 4,213

（出所）NEDA 内部資料より，筆者作成（2005年９月15日現在）。
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務 省，NESDB，NEDA， タ イ 国 際 協 力 機 構

（TICA）といった政府機関の他，タイ工業連盟，

タイ商業会議所，銀行協会のいわゆる「経済三

団体」の代表が加わる。これらの経済団体は

1980 年代から政府内に設けられた委員会を介

して経済政策に影響を及ぼしてきたことは

Laothamatasや末廣らの研究によって夙に知ら

れるところである［Laothamatas 1992; 末廣・東 

2000］。Glassmanは，GMSもまたサハ・ユニオ

ンやCPのような輸出指向製造業を要する企業

グループが首相をはじめとする政治家を介して

開発事業の立案に関わってきたと指摘している

［Glassman 2010, 76-81］。タイでは 1990 年代初頭

に外交政策決定制度のなかで企業や経済官僚が

影響を及ぼすことのできる仕組みができあがっ

ていたが［青木 2008, 324-325］，現在メコン広域

開発事業を推進する援助政策の分野でも同様の

官民協議のための制度が存在しているといえる

だろう。

以上の考察から本稿は，ACMECSとはタイ

が競合する国の影響を避けて近隣のCLM諸国

と自国経済との相互依存関係を強化するために

設 立 さ れ た と 考 え る。 そ の 点 に お い て，

ACMECSもGMSも企業の経済的動機から現れ

た枠組みである。しかしながら，タイ国内の他

の主体はこれらの枠組みにより政治的な意味を

見いだしている。たとえばタイ外務省は，

GMSを政治，実務の両レベルで中国をはじめ

とする関係各国同士の接触を維持していく機会

として捉えている（注24）。実際にカンボジアを例

にタイと中国の援助実施体制を比較した佐藤ら

は，タイの援助実施体制において担当省庁がカ

ンボジアの担当省庁と直接，日常的に接触して

いると報告している［Sato et.al 2011, 2097-2098］。

筆者がNEDAとTICAで行ったヒアリングでも，

NEDAではカンボジアとの国境紛争が激化した

2008 年から 09 年に同国との協力事業が滞った

ことはあったものの，実務レベルでの接触はい

ずれの組織でも政治的な問題はできるだけ回避

しながら続けられていたことが確認された（注25）。

実務レベルでの接触はタイと援助対象となる

CLMV諸国間だけでなく，これらの国々での援

助をめぐって開催されるドナー同士の会合を通

じ，中国，マレーシア，インドネシアといった

他のドナー国との間でも試みられている（注26）。

こうした実務レベルでの接触は，国家間の政治

的対立を覆したり阻止したりするほどの影響力

はもたない。しかし，対立の争点が取り下げら

れた際に協力に向けて速やかに実務を再開する

ことを可能としており，国家間対立の長期化や

エスカレーションを防ぐ下支えとなってきたと

考えられる。

また興味深いのは，GMSとACMECSの関係

には，中国の影響力に対するタイ国内主体の認

識の差異が反映されている点である。CPのよ

うに複数の協力枠組みとの関与が指摘されてい

る企業の地域事業戦略が与える影響については

より実証的な考察が必要だが，ここでは安全保

障上の関係とは別に経済的関係を構築し，さら

に同様の分野の協力でもメンバーを違えた類似

の枠組みを複数用意することで大国からの影響

を操作するというタイの戦略を反映した例とし

てGMSとACMECSとを位置付けることができ

るだろう。　

②CLV，エメラルド三角形

ベトナム，カンボジア，ラオスの 3 カ国は，

かつてフランス領インドシナとしてひとつの政

治的空間を形成していた。また，ラオス共産党
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はその起源を 1930 年にホーチミンが設立した

ベトナム共産党にもち，独立後も両国は「特別

な関係」を維持してきたといわれる。1978 年

にベトナムがカンボジアに侵攻し，カンボジア

国内に親ベトナム政権が成立すると，これら 3

国は 91 年まで外相，首脳レベルでの会合を定

期的に行っている［白石 2004］。こうした 3 カ

国の連帯の外では，カンボジア内戦をめぐる

ASEAN諸国，とりわけ「前線国家」としてベ

トナムを強く非難するタイとの対立や，カンボ

ジア内のポルポト政権へ支援を行っていた中国

のベトナムに対する武力侵攻を含む対立が展開

していた。

カンボジア紛争が終結後，インドシナ 3 カ国

は 1990 年代末までメコン地域で次々と提唱さ

れる広域開発の枠組みへの参加に受動的態度を

維持していた。白石は，こうした旧インドシナ

3 カ国の地域協力に対する受動的な態度につい

て，ベトナムの視点から考察を加えている。そ

れによると，ベトナムにとっては当時ASEAN

への参加と近隣諸国との二国間関係改善が至上

命題であり，メコン地域で独自の地域構想を打

ち出すことにより周囲から新たな覇権への意図

を疑われるのを避けようとしていたこと，当時

乱立の様相を呈していたメコン地域開発協力に

回す人員が不足していたことと並び，1970 年

代から長らく対立してきたタイの提唱する枠組

みに慎重にならざるをえなかったという事情を

指摘している［白石 2001, 51］。

課題であったASEANへの加盟は，1995 年に

ベトナムが，97 年にはラオスがミャンマーと

ともに加盟を果たし，98 年には内政問題から

それまで加盟を延期していたカンボジアがメン

バーとなった。これを受けてベトナムは 1998

年 12 月に自国が議長となって開催したASEAN

首脳会議で「西東回廊計画」（WEC）を提唱す

る。WECは島嶼部ASEAN諸国による既存の局

地的経済圏構想とともに「ハノイ行動計画」に

採用された［ASEAN 1997, 第 2 項 11］。そして翌

年の 10 月にカンボジアのフン・セン首相の提

案で，ラオスとともにCLVを創設することで 3

カ国の首脳は合意している。

それまで地域協力枠組みに消極的だったこれ

らの国々が，旧仏領インドシナ諸国からなるサ

ブリージョナルな枠組みを提唱するに至った背

景として，白石と小笠原はカンボジアが 1998

年にASEAN加盟を果たしたことの影響を論じ

ている［白石 2013a, 3; 小笠原 2005, 54］。同時に

1998 年はマニラで開催された第 8 回GMS閣僚

会議でGMSの旗艦事業となる「経済回廊計画」

が採択された年でもあった（注27）。回廊計画のう

ちの一部である南部サブ回廊はベトナム，カン

ボジアからタイを結ぶルートであり，ベトナム

政府はこれに触発されてベトナム中部，ラオス

中部および南部，カンボジア東北部，そしてタ

イ東北部の各地方省という広範に及ぶ国際道路

の建設を提案し，その一部に重なる形でCLVが

構想されたという形になる［白石 2013a, 6］。こ

の時点では具体的な進展をみなかったCLVだが，

2000 年代に入り，2000 年 9 月の国連サミット

で「ミレニアム開発目標」が採択され，世界各

国の開発援助が貧困削減や社会開発に傾斜して

いくのに乗り合わせる形で，国境辺境地帯の貧

困削減事業として注目されるようになる。その

結果，CLV事業はメンバー国それぞれの国家的

な貧困削減戦略の一環として策定作業が進めら

れ，2003 年 11 月に「包括的貧困削減・成長戦

略」という文書としてまとめられた。現在は，
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国別の経済援助事業として日本をはじめとする

ドナー国からの支援を受けるほか，ASEANに

よる域内格差是正計画であるIAIの一環として，

2006 年に設置された日本・ASEAN統合基金の

一部を利用している［白石 2013a, 8］。

2002 年 1 月，第 2 回CLV 非公式首脳会議が

開催され，「開発の三角地帯」構想としての具

体的措置として，三角地帯に属する諸省を連結

する越境交通システムの建設と改善，交易関係

の拡大，観光協力，3 国間の送電網の建設と

いった事項が挙がっている。さらに 2004 年 11

月にはCLVの首脳が「開発の三角地帯の設立に

関するヴィエンチャン宣言」と「CLV 開発の

三角地帯のための社会・経済発展マスタープラ

ン」を正式に採択し，翌日に来訪中の日本の小

泉純一郎首相との会談の場で，日本がこれに対

して支援を行う旨が発表された［日本国外務省 

2004, 2-⑴-ハ］。

カンボジア，ラオス，ベトナムという旧仏領

インドシナ 3 カ国によるメコン広域開発枠組み

としてCLVをみた場合，その特徴は以下のよう

に整理できるだろう。まず，これらの枠組みは

ASEANを前提として提唱，実施されている。

この傾向は特にベトナムに顕著であり，自国だ

けでなくカンボジアのASEAN加盟を待って協

力構想を打ち出している。この背景には，メン

バー国であるカンボジア国内で，1993 年から

親ベトナム派と反ベトナム派の政治勢力が連立

政権として権力を握っており，ベトナムとの関

係が非常にセンシティブな問題になっていた状

況とも関係しているだろう。カンボジア内の反

ベトナム勢力は 1997 年の政変を経て 98 年 7 月

の選挙で敗北し，政権から下りている。つまり，

ベトナムはカンボジアの国内情勢が落ち着くの

を待ち，ASEANを介して協力構想を公表して

いる。

またCLVは，ASEANを介する形で行われた

日本の積極的な経済的，政治的支援によって活

動が本格化している。つまり，CLVは旧フラン

ス領インドシナ 3 カ国の間の枠組みであると同

時に，ASEANを介して日本を包摂する枠組み

となっている。カンボジアとラオスでは，1990

年代を通じて二国間ベースで中国との関係強化

が進んでいたことを想起されたい。Heng によ

る政府要人へのヒアリング調査では，とりわけ

伝統的ドナーによる援助と異なり，民主化やガ

バナンス改善といった条件を付けない中国の援

助が，政府関係者の間で高い評価をもって受け

とめられている様子がうかがわれる［Heng 

2012, 64-65］（注28）。中国からの援助がカンボジア

政府に歓迎されているという指摘はしばしば指

摘される点である。この点については後ほど詳

しく触れるとして，近年はこうした中国の支援

がカンボジア政府（とりわけ首相）の中国に対

する政治的支持に繋がっているとHengは指摘

する［Heng 2012, 72］。実際，2005 年に中国が台

湾の独立に対し武力制裁も辞さないとする反国

家分裂法を国内で成立させたとき，フン・セン

はいち早くこれを支持する声明を出している

［『人民日報英語版』2005］。また先ほど挙げた

2012 年のASEAN外相会議における領海問題を

めぐる共同宣言見送りも，こうしたカンボジア

の中国に対する政治的配慮をうかがわせる。

一方，ラオスは 1970 年代にソ連と関係を深

め，これによってソ連と対立していた中国との

関係も悪化させた。両国の関係は 1980 年代に

入り，ラオスと特別な関係にあるベトナムが対

中姿勢を軟化させ，1986 年のインドシナ外相
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会議で中国との関係改善を呼びかけると改善に

向かう。そして 1997 年にラオスと中国の間で

経済貿易技術協力委員会が設置されると，両国

間の経済交流は質量共に拡大していく。貿易に

関しては 1997 年に総額 2857 万ドルだったもの

が，2006 年には 7 倍超の 2 億 1836 万ドルに拡

大 し た［ 原・ 山 田・ ケ オ ラ 2011, 21］。 投 資 は

2006/07 年度に行われた 191 件のプロジェクト

に対する 9 億 7140 万ドルの外国投資のうち，

中国企業 100 パーセント出資による投資は 4 億

9600 万ドルと最多を占めた［原・山田・ケオラ 

2011, 9］。さらに原は，ラオスにとって中国は

重要な貿易投資パートナー兼援助供与国である

と同時に政治軍事的パートナーとしても関係を

深めつつあり，2002 年には国防大臣レベルで

の交流を行っているほか，ラオス共産党の幹部

に対する研修を中国が提供していることを指摘

する［原・山田・ケオラ 2011, 10］このようにラ

オス，カンボジアは中国との政治経済的関係を

深めている一方で，日本との連携も進めている

ことになる。こうした状態は，これら中小国に

とってどういう意味をもつのだろうか。原らは

前掲論文のなかで，ヴィエンチャン市の再開発

事業の対象地を選ぶ際に中国企業と政府の意向

がラオス政府の意向より優先された事例を紹介

し，ラオスの中国に対する片務的な依存関係が

中国優位の二国間関係を築きつつあることを示

唆している［原・山田・ケオラ 2011, 13］（注29）。カ

ンボジア政府にとっても中国への偏った依存は

決して望ましい状態ではなく，中国と同等に日

本やアメリカといった他の国との関係を強化す

る必要があることを政府要人は認識してい

る（注30）。カンボジアやラオス，ベトナムにとっ

て，大国に対する選択の余地はほとんどない。

このためこれらの国々は協力を申し出てきた大

国についてはこれを受け入れ，その代わりにで

きるだけ多くの国と関係を結ぶことで特定の国

の影響を相殺するという戦略を取っていると考

えられる。Sato et al.［2011］はカンボジアにお

ける新興ドナーとしてのタイと中国の援助実施

体制を比較検討した研究だが，そのなかで中国

の援助がそれまで伝統ドナーとカンボジア政府

との間で生じていた援助需要のミスマッチを埋

め，全体としてカンボジア政府の開発計画に

沿った形での援助事業の実施を可能にしている

と指摘する。こうした指摘は，カンボジアをは

じめとするメコン地域の被援助国政府による

「中国の援助は使い勝手が良い」という評価を

裏付けると同時に，より多くの国を関与させる

ことが自国の選択肢の幅を広げるという先のカ

ンボジア政府要人の考えを示す具体例といえよ

う。

カンボジアのフン・セン首相は，2000 年に

タイ，ラオスに対し地域的協力構想を呼びかけ

ている。「エメラルド三角形」という名称で主

に観光面での協力を謳い始まったこの枠組みは，

資金不足などの理由で現在ほとんど活動してお

らず，参加国政府の間でも忘れかけた存在と

なっている［Hatsukano 2013］。活動実績が無い

ために注目されない「エメラルド三角形」だが，

首相レベルのイニシアティブで始まったこと，

活動目的に観光だけでなく「政治的協力」も掲

げられていたこと［Nucharee 2012, 186］を考え

合わせると，カンボジアにとってタイ，ラオス

とこうした枠組みをもち政府間で接触をもつこ

と自体に意味があったと考えられる。

一方，ベトナムもまた 2000 年代に入り中国

との経済関係を深めつつある国のひとつだが，
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一方で南シナ海における南沙・西沙諸島の領有

権問題を中国との間で抱えている。しかしなが

ら，ベトナムはこれまで中国を名指しで非難す

ることに慎重であったといわれる。庄司はベト

ナムの南シナ海問題に対する言説を分析し，南

シナ海における自国の領有権について主張する

と同時に，「平和的方法」によって解決する意

思を表明してきたと論じている［庄司 2011, 8］。

2006 年以降に領土問題で強硬な姿勢を取るよ

うになった中国に対し，ベトナムは警戒心を強

めつつあるが［庄司 2011, 8-9］，Gohは，こうし

た状況にあってもベトナムは強硬な政策を取る

ことは難しいと主張する。ベトナムは中国に対

する安全保障上の均衡を可能にする戦略的パー

トナーをもたないために，明示的な同盟関係を

組んで中国に対抗することは不可能である。さ

らに同盟者の不在は単独の均衡政策である軍備

増強も困難にしている。その結果，可能な選択

肢としてはASEANを通じ政治的な協議によっ

て問題解決を図るか，日本やアメリカといった

他の大国との包括的な関係強化を通じて間接的

に自国の立場を強化するといった「弱いヘッジ

ング」に限定される［Goh 2005, 22-23］。こうし

た 先 行 研 究 の 指 摘 を 考 慮 し た 上 で CLV と

ASEANの関係をみた場合，ベトナムはASEAN

を介して中国の包括と社会化を促し，同時に日

本との関係もCLVを介して進めることで，中国

に対する均衡戦略を取っていると考えられよう。

このように，タイによる中小国間での協力枠

組みであったACMECSが，経済的に競合する

中国の影響をGMSから隔離して自国の行動の

自由を広げようとする試みだったのに対し，ベ

トナム，ラオス，カンボジアによるCLVは中小

国間の枠組みとして開始されながら，ASEAN

を前提とし，日本を包摂し，中国の影響を均衡

させる戦略として活用されている。

一方でベトナムの例でみたように，ASEAN

への参加を通じて，先発ASEANメンバーの間

で信頼関係を築き，互いの行動を予測可能にす

るための努力も看取された。ベトナムの場合，

ASEANを介して中国への関与を続けることに

より，社会化を促し，領土をめぐる安全保障問

題での行動を制御可能なものに変換するべく働

きかけている。メコンの中小国にとって，脅威

とは大国に限らない。歴史的に対立してきたこ

れらの中小国同士もまた，意思疎通がなければ

再び脅威として立ち現れうることを念頭に置く

必要がある。

　

お わ り に

以上，本稿では大国に対する内部化戦略と外

部化戦略を併用して国際関係でのリスクを減じ

ようとするヘッジ戦略という概念を援用し，メ

コン広域開発の重層的展開を国際関係構造にお

ける各国の位置から読み解くことを試みた。

ヘッジ戦略という視点からメコン広域開発協力

をみた場合，それは単に個々の関係国が個別に

追求する地域戦略の総和ではなく，関係国が互

いの動向に相互に依存しながら展開する包摂・

関与（内部化）と封じ込め・均衡（外部化）の

組み合わせの総体として描き出すことができる。

メコン地域では，アジア・太平洋地域における

アメリカ，中国，日本の国際関係を上位構造と

して，これらの大国と地域の中小国が内部化と

外部化戦略を駆使して国際関係の安定化を図っ

ている。

GMS，AMEICCと日・メコン・パートナー
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シップ，LMI・LMFは，それぞれ中国，日本，

アメリカという大国と中小国の関係をむすぶ枠

組みである。中国はGMSの制度と資源を活用

して自国の辺境部を大陸部東南アジア諸国と物

理的に連携させることで開発を進めようとして

いる。日本はタイをはじめとする大陸部諸国や

島嶼部ASEAN諸国の意向を支援する形でこれ

らの国々との協力を推進している。アメリカ提

唱のLMIとLMFは，既存の枠組みと分野を棲み

分けつつ，新たなアジェンダにおけるアメリカ

の立場確立を企図している。米中の間には現在

共有の枠組みはなく，日本と中国の間は，政治

的問題により，不安定な時代が続いた。こうし

たことから，大国間の協力関係は未だ安定した

とは言い難いのが現状である。

一方，中小国同士の間でも歴史的な経緯や経

済システム上の立ち位置の差があり，そうした

条件の下で相互の関係定義が繰り返されてきた。

ACMECS，CLV，AMBDC や IAI と い っ た

ASEANの枠組み，エメラルド三角形は，こう

した中小国間の国際関係を反映してつくられた

枠組みと考えられる。メコン地域におけるこれ

ら 複 数 の 枠 組 み は GMS を 共 通 の プ ラ ッ ト

フォームとしつつ，より局地的な国際関係に対

応するための枠組みとして設けられた。メコン

広域開発協力のための枠組みのなかには，具体

的プロジェクトを実施するまで時間がかかった

ものや棚上げ状態になっているものも多く，枠

組みの「乱立」による非効率がしばしば問題視

されてきた。しかしながらヘッジ戦略という視

点からみた場合，重層的な広域開発協力枠組み

は，大きな格差と多様性を抱え隣接する国々が

相互の交流チャンネルを増やし，孤立や断絶，

あるいは特定の国の影響力が突出することで受

ける不利益を回避するための仕組みとして作用

してきたといえるだろう。

ただし，ヘッジ戦略に基づく中小国のリスク

回避行動とそれによる地域の安定には限界があ

る。もしある大国が自国との同盟を強要し他の

大国との関係断絶を迫ってきた場合，中小国が

これを拒否することは困難であろう。メコン諸

国はASEANの一員としてあらゆる外部勢力か

らの中立姿勢を原則として堅持しており，これ

を域外国にも認めさせることに成功している。

しかしながら，2012 年のASEAN外相会議でカ

ンボジアが中国への配慮と思える行動を示した

例のように，中小国間の足並みの乱れから均衡

が崩れる可能性は否定できない。もしそうなっ

た場合，重層的なメコン開発協力枠組みを通じ

て展開してきた中小国のリスク最小化戦略は崩

壊するだろう。

最後に，本稿の限界と今後の課題について整

理しておく。今回の作業では，各国の戦略を大

国間レベルと大国・中小国間レベル，そして中

小国間レベルに分類し，そこでイニシアティブ

を発揮した国の行動を検証した。しかしながら，

なかにはラオスやミャンマーのように自ら枠組

みを提示することのないまま多くの枠組みに参

加している国もあり，そうした国に関する考察

は十分に行うことができなかった。

本研究は各国に主眼を置いてきた先行研究を

踏まえ，それらを総体として把握するために国

際構造からの説明を試みた。しかしながら，こ

れは各国別の事情や動機を説明要因から除外す

ることを意図しない。メコン地域諸国のなかで

は，政府と社会主体がさまざまな連携関係を構

成しており，こうした連携関係から導かれる戦

略同士の関係については，本稿では明らかにす
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ることができなかった。今後はこうした各国の

関係主体が切り結ぶ連携関係と地域協力枠組み

の相関について分析する作業が必須である。

分析枠組み自体についても課題が残る。本稿

ではヘッジ戦略概念を枠組みとしてメコン広域

開発の重層性を読み解く作業を行ったが，変数

を整理し，より抽象的で操作性の高いモデルと

するところまでは到達できなかった。今後は理

論的考察や他地域との比較といった作業を通じ

てより抽象度を高め，汎用性の高いモデルに発

展させていく作業が必要であろう。

（注１）同ワーキンググループは，1995 年に

ベトナムのASEAN加盟を受けてCLM産業協力

ワーキンググループに改称し，98 年にはAEM-

METI Economic and Industr ia l  Cooperat ion 

Committee（AMEICC）に発展改組している。

（注２）カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベ

トナムを総合する呼び方として，本稿では

CLMVを用いる。

（注３）アジア経済研究所バンコク研究セン

ターによる一連の報告書を参照。

（注４）後に述べるように，LMIには外延的枠

組みとしてLMFがあり，日本は他のドナー国や

国際機関とともにLMFのメンバーとなっている。

（注５）JICAプノンペン事務所での筆者による

ヒ ア リ ン グ（2013 年 11 月 24 日 ）。Cambodian 

Rehabilitation and Development Board of the Council 

for the Development of Cambodia［2011］も参照。

（注６）タイのカンボジア，ラオス，ミャン

マーに対する経済援助については，国際協力機

構［2003］，国際開発センター［2011］のほか，

佐藤［2007］，Sato et al. ［2011］を参照。

（注７）ただし，末廣と宮島，大泉は，こうし

た片務性は貿易当事者を中国全体と設定してい

るために発生するものであり，雲南省と広西チ

ワン族自治区に限ってみた場合，これらの地方

にとって国境を接するカンボジア，ラオス，ベ

トナムが輸出先として非常に大きな存在である

ことを示している［末廣ほか 2011, 81］。

（注８）通産省桑原哲南東アジア太洋州課長の

発言［日本経済団体連合会 1995］。

（注９）2014 年 12 月 11 日に日本国外務省南ア

ジア局南東アジアⅠ課で行った筆者によるイン

タビューにおける外交官による示唆。

（注10）日・メコン協力では，高級官僚レベル

でもメコン側から日中間の対話と情報交換の必

要性を指摘する声が上がったという（2014 年 12

月 11 日に筆者による日本外務省南アジア局南東

アジアI課でのヒアリング）。

（注11）賀らの資料によれば，2000 年に実施

された雲南省によるメコン地域諸国への工事請

負，労務提携は総額 2.67 億ドルとなっている。

（注12）GMS設立の立役者として活躍した元

ADBプログラム局長森田徳忠氏の述懐［森田 

2010, 1］。

（注13）USAIDウェブページ（最終アクセス

2014 年 9 月 2 日）およびLMIウェブページ（最

終アクセス 2014 年 9 月 30 日）。

（注14）LMF ウ ェ ブ ペ ー ジ（ 最 終 ア ク セ ス

2014 年 9 月 30 日）。

（注15）元ADBプログラム局長である森田徳忠

氏への筆者によるヒアリング（2008 年 2 月 19

日バンコク，クイーンズ・ホテル）。

（注16）タイは 2000 年代にタクシン政権の下

で積極的にアメリカ，中国，日本との貿易自由

化協定締結を推し進めたほか，アジア協力対話

（ACD）という形で日中を含む広域枠組みを提唱

している。こうした政策もまた，タイによる大

国への包摂・関与戦略として位置づけられるだ

ろう［青木 2008; 2009］。

（注17）ECSのタイ語名称は，「国境地帯沿い
3 3 3 3 3 3

の
3

経済システム構築」（傍点筆者）であり，その

名の通り国境地帯沿いの都市間で姉妹都市協定

を結び，それに基づいて共通の経済ルールを適

用した経済特区を設けて，工業団地や物流施設

を設置することが，その本来の目的であった。

NESDB［2003］を参照。

（注18）2003 年 11 月に発表されたECS首脳会議

バガン宣言の前文参照（ミャンマー外務省ウェ
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ブサイト，最終ダウンロード 2005 年 12 月 10 日）。

（注19）2003 年 6 月 10 日に行われたアメリカ

-ASEANビジネス評議会の晩餐会での講演でタク

シンは，以下のような発言を行っている。

「拡大メコン地域（GMS）に位置する近隣諸国

が将来の地域の生産拠点として繁栄するよう支

援することに高いプライオリティを置く。GMS

諸国の人口 2 億 5000 万人とASEAN諸国の 5 億

2000 万人がより経済的に統合され，加えてタイ

の実業家の能力があれば，タイは非常に魅力的

な投資センターとなるであろうことを私は確信

する」（日本語訳筆者）。

（注20）2008 年 8 月 21 日にバンコクで行った

GMS ビ ジ ネ ス フ ォ ー ラ ム の タ イ 代 表 Jingjai 

Hangchanlash氏（TCC元会頭）へのヒアリングで，

氏は当時GMS事業については中国財務省および

雲南省商業会議所の影響力が強くなりつつある

との見解を示している。

（注21）ACMECSで実施されている開発事業の

進捗状況については，ACMECSウェブサイト

「事業進捗状況」ページを参照のこと。

（注22）2006 年 3 月 6 日に筆者が恒石隆雄氏と

共同で行った NEDA 総裁 Nopadol Bhandgravi 氏

（当時）へのヒアリング。氏はACMECSに最も積

極的だった企業として，大手食品加工業を抱え

るCPグループの名を挙げていた。

（注23）2013 年 10 月 30 日に筆者がNEDAプロ

グラムオフィサーに対し行ったヒアリングでは，

タイのODA予算（借款，無償を含む）は，プロ

ジェクトを下請けする建設業者，コンサルタン

ト業者のうち 50 パーセントはタイの業者を使う

ことになっているとの証言を得た。

（注24）2006 年 3 月 9 日，タイ外務省にて筆者

が行ったタイ外務省局長クラス高官とのヒアリ

ング。ヒアリングのなかで氏はGMSをARFや

ASEAN＋ 3，EASと同様の「フォーラム」だと

いう見解を示していた。

（注25）2013 年 10 月 29 日 TICA, 10 月 30 日

NEDAでの筆者によるヒアリング。

（注26）注 25 のTICAでのヒアリングによれば，

タイはインドネシアとマレーシアと二国間ベー

スでcoordinating meetingを定期的に開いている。

またカンボジア，ラオスとは 1 年に 1 度，援助

に関する協議会議を開いているほか，ミャンマー

とは現状 18 カ月に 1 回の会議を 1 年に 1 度にす

るよう交渉中とのことであった。

（注27）回廊計画は，2002 年の第 1 回GMS首

脳会議（プノンペン）で旗艦事業として正式に

認定された。

（注28）たとえばHengは，こうした条件なしの

中国の援助を「被援助国の意思が尊重されてい

る」と評価するカンボジア閣僚評議会要人の発

言を引用している［Heng 2012, 64］。

（注29）「ヴィエンチャン新都市開発事業」と

呼ばれるこの開発計画では，事業用地に選ばれ

た湿地帯について，ラオス政府が難色を示して

いたが，最終的には中国側の意向通り開発が決

定した。なお，決定に際してはラオス共産党政

治局が了承しており，中国側が無理に押し切っ

たということではない点に注意が必要である。

（注30）2013 年 11 月 27 日にカンボジア外務省

にて行った外務省高官に対する筆者のヒアリン

グに対し，あるカンボジア外務省高官は以下の

ような見解を述べている。

「カンボジアにとって日本は友好国だ。それは

間違いない。でも，中国も友好国だし，アメリ

カだって同様だ。どこが一番仲良しでどこが二

番という問題ではない。友好は競って得るもの

ではない。ただ関係が異なるのだ。日本の技術

は魅力的だし，中国の農産物市場も同様に魅力

的だ。カンボジアにとって農産物はまだ重要な

輸出アイテムだが，これらは遠隔地に送るより

近隣に送った方が儲かるので，昆明・シンガポー

ル鉄道は重要だ。アメリカはガーメント市場だ。

できるだけたくさんの国と友好関係にあるのが

いい。どこかの国が自分だけと仲良くしてくれ

と来るのが一番困るのだ。我々にはどちらかの

側につくということは絶対にできないのだから」。

この高官を含め，匿名ではあるが誠意をもっ

て意見を述べてくれた各国政府の担当官に対し，

この場を借りて感謝の意を表したい。
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《追記》2014 年 12 月 2 日，北京にて日中メコン対話

第 5 回会合が開催された。これによってメコン地

域に関わる大国である日・中・米の 3 カ国のうち，

日中を結ぶ高級官僚レベルでの接触が再開された

ことになる。日中の対話が 2011 年から 3 年間停止

していたという経緯からは，両国政府間のコミュ

ニケーション・チャンネルが政権交代などの時局

の変化に左右されがちである様子がうかがわれる。

　タイやCLMVといったその他のメコン諸国に

とって，日中メコン対話は日中それぞれの枠組み

で行われるメコン広域開発事業を調整するための

貴重な機会である。さらに日中間での対話の制度

化は，日中が互いに相手を排除するつもりがない

ことを確認し，両者の関係が急速かつ決定的に悪

化することを防ぐことに繋がる。日本や中国，ア

メリカから二者択一でパートナーシップを迫られ

ることが，他のメコン地域諸国にとって最悪のシ

ナリオであることはすでに本文中で述べた通りで

ある。こうした事情をふまえると，メコン地域諸

国が 2012 年の日・メコン首脳会議の場で日中間対
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話の再開を促した点は注目に値する。この出来事は，

日中を含むメコン地域開発に関わる国々，とりわ

けタイやCLMVといった国々にとって，重層的に

展開する枠組みの一部が停止しても他の制度を

使って停止した関係を操作できるということを示

す事例だからである。日中メコン対話再開の経緯は，

メコン広域開発のための重層的制度を関係国がど

のように活用しているのかを知る上で格好の例と

なるだろうが，その考察は別稿に譲ることとしたい。

（2015 年 4 月 2 日記）

（アジア経済研究所地域研究センター，2014 年 3 月

14 日受領，2015 年 4 月 17 日レフェリーの審査を

経て掲載決定）


